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千年以上の長きにわたり日本の中心であった京都は，歴史に育まれた伝統を大切に継承

してきました。そこには，朝鮮半島や中国などのアジアの国々をはじめ，世界中から学問，

芸術，技術等が集まり，多様な文化が共生してきました。 

このような歴史を有する京都市は，昭和53年(1978年)に「世界文化自由都市宣言」* 

を行い，「全世界のひとびとが，人種，宗教，社会体制の相違を超えて，平和のうちに，こ

こに自由に集い，自由な文化交流を行う都市」，また，それを通じて「優れた文化を創造し

続ける永久に新しい文化都市」を都市の理想像として掲げました。 

その実現のため，平成９年(1997 年)に京都市国際化推進大綱を策定し，平成 13 年

(2001 年)に策定した京都市基本計画に「多彩な国際交流の推進」，「京都の特性を生かし

た国際協力の推進」，「多文化共生社会の実現」，「個性的で美しい景観の創生」，「海外から

の観光客誘致の強化」等を国際化に関わる施策として掲げ，取組を推進してきました。 

この間，「多彩な国際交流の推進」の取組では，姉妹都市との交流を中心として，文化・

芸術，経済，観光，学術・研究，スポーツなど，幅広い分野で活動を進めてきました。 

また，「京都の特性を生かした国際協力の推進」の取組では，平成８年(1996年)に世界

の歴史都市の更なる発展と世界平和への貢献を趣旨とした「世界歴史都市連盟」* を設立

し，会長都市として連盟の活動を積極的に推進する一方，地球温暖化対策の地域レベルで

の国際的連携を進めるため，平成17年(2005年)に「気候変動に関する世界市長・首長

協議会」* の設立を世界に呼びかけて実現するなど，世界の自治体の中でも先進的な役割

を果たしてきました。 

＊世界文化自由都市宣言：京都市がめざす都市の理想を宣言したもの。市会の賛同を得て昭和 53年（1978年）10
月 15日に宣言した。☞資料編 1(58ページ)参照 
＊世界歴史都市連盟：歴史都市という共通の絆で結ばれた都市が，各都市の発展と日常的な交流を促進するための世

界的な都市間組織として，平成 6年（1994年）4月に京都市で開催した第 4回世界歴史都市会議において発足。
会長と事務局を京都市が務める。「世界歴史都市連盟会員都市一覧」☞資料編 3(60ページ)参照 
＊気候変動に関する世界市長・首長協議会（World Mayors Council on Climate Change: WMCCC）：地球温暖化
対策に関する世界的な自治体リーダーネットワーク組織として，平成 17 年（2005 年）12 月設立。13 箇国 18
都市が加盟。議長都市はドイツ・ボン市。名誉議長は京都市長。平成 19年（2007年）2月，第 2回会議を京都
で開催した。その他の会員都市はシアトル市（アメリカ合衆国），アンタナナリヴォ市（マダガスカル共和国），エ

ンテベ市（ウガンダ），ニューキャッスルアポンタイン市（英国），メルボルン市（オーストラリア連邦），ジュネ

ーブ市（スイス連邦），トロント市，バンクーバー市，ブランプトン市，ポートムーディー市，モントリオール市

（カナダ），パリ市（フランス共和国），ストックホルム市（スウェーデン王国），バルセロナ市（スペイン王国），

サンフェルナンド市，マカティ市（フィリピン共和国），デリー市（インド） 

第１章 策定の趣旨 

１ これまでの取組 
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そして，「多文化共生社会の実現」に向けた取組では，平成 10 年(1998 年)に，外国

籍市民の市政参加を促進するとともに，共に生きる社会を構築するため，外国籍市民施策

懇話会* を設置し，その提言に基づき，市職員採用に当たっての国籍要件の緩和や医療通

訳派遣事業* の実施など，積極的な取組を進めてきました。 

さらに，「個性的で美しい景観の創生」，「海外からの観光客誘致の強化」など，京都の魅

力の向上や発信に関する取組では，「京都創生」* の実現を市政の重要課題と位置付け，世

界のどの歴史都市にも勝るとも劣らない独自の美しい都市景観を創生することを目指した

「新景観政策」* の実施や，京都国際マンガミュージアム* の設立，観光情報の発信のため

の「海外情報拠点」* の設置など，京都の魅力を守り，育てるとともに，新たな魅力を創

造・発信する取組を進めてきました。 

こうした多岐にわたる取組により，この10年間で京都市における国際化は着実に進展

してきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊外国籍市民施策懇話会：42ページ脚注参照 
＊医療通訳派遣事業：37ページ脚注参照 
＊京都創生：13ページ脚注参照 
＊新景観政策：京都の優れた景観を守り，育て，50年後，100年後の未来へと引き継いでいくため，建物の高さと
デザイン及び屋外広告物の規制等を全市的に見直した新たな政策。平成 19年（2007年）9月から実施 
＊京都国際マンガミュージアム（Kyoto International Manga Museum）：京都市と京都精華大学の共同運営で，
マンガの収集・保管・展示及びマンガ文化に関する調査研究並びに事業を行うことを目的として，平成 18年（2006
年）11 月，元龍池小学校に開館した，博物館的機能と図書館的機能を併せ持った新しい文化施設。蔵書数約 20
万点 
＊海外情報拠点：入洛外国人観光客数の増大を図るため，京都観光のＰＲ活動等を継続的に行うとともに，現地の旅

行動向等の情報を収集することを目的に，ソウル市，上海市，メルボルン市，ロサンゼルス市，台北市に設置して

いる。 
 

＜京都市国際化推進大綱策定後に進めてきた主な取組＞ 

○ 京都市外国籍市民施策懇話会の創設・運営 
○ 高齢・障害外国籍市民福祉サービス利用サポート助成事業をはじめとする 
福祉施策の充実 

○ 民族学校をはじめとする外国人学校に対する支援 
○ 医療通訳派遣事業の開始 
○ 世界歴史都市会議の継続開催と連盟活動の充実 
○ 韓国・晋州市との学術・教育分野でのパートナーシティ盟約の締結 
○ 気候変動に関する世界市長・首長協議会の設立と同京都会議の開催 
○ 上下水道整備に係る技術研修等を行うための西安市職員の受入れ 
○ 海外において京都の観光情報を発信する「海外情報拠点」の設置 
○ 歴史都市・京都創生策Ⅱの策定とその推進 
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京都市国際化推進大綱の策定後の10年間で，社会，経済，文化などあらゆる面に

おいて，いわゆるグローバル化が一層進展し，世界における様々な動きが国境を越え，

直接都市や地域に影響を及ぼす流れが加速しています。こうした社会変化により，自

治体や市民が世界の都市や人々と直接触れ合い，幅広い分野で積極的に交流するよう

になっています。 

しかし他方では，世界各国の多様な文化や情報があふれ，相対的に都市の個性が見

えにくくなるという，画一化の現象が進展しており，京都においても，長年にわたり

培われてきた日本の財産であり世界の宝である歴史的な町並みや美しい景観，伝統文

化などが損なわれ，失われかねない状況に直面しています。 

こうしたグローバル化の進展の大きな要因となった情報通信技術（ＩＴ）の発展は

今後更に加速し，社会のあらゆる分野に，一層大きな影響を与えることが見込まれま

す。 

 

 

 

近年，環境問題は，地域的な問題にとどまらず，地球温暖化や酸性雨など地球規模

での問題として深刻化しています。また，世界人口の８割が住んでいる開発途上国は，

貧困，食料不足，感染病流行など様々な問題を抱えており，解決すべき課題が山積し

ています。 

一方，世界に衝撃を与えた「９・１１」のアメリカ同時多発テロ事件に象徴される

ように，多くの地域でテロや宗教・民族間の紛争など，平和と生命を脅かす事件が多

発しており，国や自治体，市民など，あらゆる主体がその解決に向け，力を合わせて

いくことが求められています。 

 

 

 

 

 

 

２ 国際化を巡る情勢 

(1) 社会・経済のグローバル化の進展 

(2) 地球規模での問題の深刻化 
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国内の自治体による海外都市との姉妹都市交流活動の歴史も50年以上が経過し，

その間，国や国際機関の支援や各都市のノウハウの蓄積などにより，交流の幅も広が

り，様々な姉妹都市交流を展開してきました。 

国においても，このような自治体の国際交流・協力を外交の重要な一翼を担うもの

として捉え，平成18年(2006年)８月外務省に地方連携推進室を設置し，自治体と

の協力・連携を強化しています。 

また，(独)国際協力機構(JICA)* や(財)自治体国際化協会(CLAIR)* ,(独)国際交流基

金(The Japan Foundation)* においても，自治体を政府間での国際協力では手が届

かないきめ細かな協力を行える主体として捉え，補助金の支給や情報提供による支援

を行うなど，自治体の国際協力に対する期待が高まっています。 

 

 

 

市内においては，在住外国人の多くを占める特別永住者＊ である在日韓国・朝鮮人

の人数が減少する一方，新たに市内に居住する外国人が増加＊ しており，言葉や文化

の違いに起因する様々な問題が一層顕在化してきています。 

今後，グローバル化の更なる進展や，長寿少子化に伴う労働力人口の減少等により，

留学，就業，結婚などで外国からますます多くの人が来日し，京都にも短期又は長期

にわたって居住することが見込まれます。 

全国的に見られる，定住外国人の増加やそれに伴う諸課題を踏まえ，国においても，

総務省が平成18年(2006年)に「多文化共生推進プラン」＊ を各自治体に示すなど，

在住外国人施策が全国的な懸案となりつつあります。

＊独立行政法人国際協力機構（Japan International Cooperation Agency :JICA）：政府の国際協力事業の一元的
な実施機関として，昭和 49年（1974年）に「国際協力事業団（JICA）」が発足。その後，平成 15年（2003年）
10月に政府開発援助(ODA)の実施機関として再編。平成 20年（2008年）10月国際協力銀行（JBIC）の海外経
済協力業務と、外務省の無償資金協力業務の一部を統合。海外約 100箇国に拠点。 
＊財団法人自治体国際化協会(Council of Local Authorities for International Relations: CLAIR)：地域における
国際化を支援し，推進するための地方公共団体の共同組織として昭和 63年(1988年)7月に設立。主務官庁は総務
省。海外事務所は 7箇所。外国青年招致事業や職員の海外派遣等を行う。 
＊独立行政法人国際交流基金（The Japan Foundation）：日本文化紹介等国際文化交流の拠点。(財)国際文化振興
会を母体に昭和 47年（1972年）特殊法人「国際交流基金」が設立。平成 15年（2003年）100％政府出資によ
り設立。主務官庁は外務省。海外 18箇国に 19の海外拠点のほか，国内に本部(東京)と京都支部，2つの附属機関
（日本語国際センター，関西国際センター）をもつ。 
＊特別永住者：「日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特別法」により，戦

前から日本に居住する朝鮮半島や台湾出身者及びその子孫等に対して付与される法的地位をいう。 
＊京都市における外国人登録者数：☞資料編 4(61ページ)参照 
＊「多文化共生推進プラン」：定住外国人の増加やそれに伴う諸課題を踏まえ，各都道府県及び市区町村における多

文化共生施策の推進に関する指針・計画の策定を行う際の参考となるものとして，総務省が平成 18年（2006年）
に「多文化共生推進プラン」を各自治体に示した。 

(3) 自治体活動の重要性の増大 

(4) 新たに居住する外国人の増加 
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 京都市基本計画及び京都市国際化推進大綱に基づく取組により，京都市における国際化

は進展してきましたが，この新しいプランでは，大綱策定後10年間に生じた国際化を巡

る情勢の変化とそれに伴う課題を踏まえながら，今後，京都市における国際化を更に発展

させ，京都市が，住む人にとっても，訪れる人にとっても魅力的で輝かしい国際都市にな

るための基本的な考え方や目標を明らかにするとともに，その実現に向けて行政，企業，

ＮＰＯ，市民等が協力して取り組むべき内容について定めます。 

本プランは京都市基本計画の分野別計画の一つであり，現基本計画取組期間（平成 13

年(2001年)～平成22年(2010年)）の終了後に策定される次期基本計画にも，このプ

ランの内容を反映させ，京都市として国際化の推進に継続的に取り組んでいきます。 

このプランは，今後概ね10年間を期間とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜京都市国際化推進プラン(仮称)の位置付け＞ 

 

 

 

 

 

 

 

世界文化自由都市宣言 

昭和 53年(1978年)10月 15日宣言 

京都市基本構想 

平成 11年(1999年)12月策定 

京都市基本計画 

平成 13年(2001年)１月策定 

各区基本計画 

平成 13年(2001年)１月策定

京都市国際化推進プラン 

平成 20年(2008年)12月策定 
＜平成 20年(2008年)～平成 29年(2017年)＞ 

京都市国際化推進大綱 

平成 9年(1997年)11月策定 

京都市基本構想 

昭和 58年(1983年)７月策定 

新京都市基本計画 

平成５年(1993年)３月策定 

３ プランの目的と位置づけ 
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本プランの策定に当たっては，学識経験者や公募による市民からなる「京都市国際化推

進プラン（仮称）策定委員会」＊ （以下「策定委員会」という。）を設置し，委員会内に「国

際交流・協力部会」と「多文化共生部会」を設け，検討を行いました。 

また，「京都市内学校・民間団体姉妹都市提携等アンケート調査」＊ と「京都市外国籍市

民意識・実態調査」＊ を実施し，それぞれの部会の審議の参考としたほか，京都市外国籍

市民施策懇話会から意見の提出を受け，多文化共生部会での審議において尊重すべき事項

として取り扱いました。 

策定委員会で審議を経た案を，ホームページでの掲載やパンフレットの配布等によって

市民に周知し，意見募集を行ったのち，同委員会で最終案として取りまとめたものを京都

市がプランとして策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都市国際化推進プラン（仮称）策定委員会   

＊「京都市国際化推進プラン（仮称）策定委員会」：委員名簿 ☞資料編 10(78ページ)参照 
＊「京都市内学校・民間団体姉妹都市提携等アンケート調査」：調査の概要 ☞資料編 5(64ページ)参照 
＊「京都市外国籍市民意識・実態調査」：調査の概要 ☞資料編 6(66ページ)参照 
 

 

４ プランの策定経過 



京都市国際化推進プラン ＜プランの概要＞ 

- 7 - 

(3)多文化共生の地域づくり

(2)生活支援

(1)コミュニケーション支援

 国際化の基本的な考え方 国際化の目標

○市民や来訪者が
より心豊かに

　暮らせる社会の
実現

○世界の中の京都
としての発展

○平和で持続可能な
世界の実現に
向けた貢献

世界の人々を
ひきよせる
京都の魅力の
向上と発信

市民主体の国際交流・
国際協力の推進

外国籍市民が
暮らしやすく，
活躍できる

まちづくりの推進

ア　教育・子育て支援の充実

ア　社会参画の促進

イ　福祉・保健・医療の充実

ウ　防災対策の充実

エ　留学生や就学生等に対する支
     援の充実

イ　多文化を尊重する意識啓発・
     人づくり

ア　情報提供・相談事業の充実

イ　日本語及び日本社会に関する
　　学習の支援

プランの

世界がときめくまち・
京都

多文化が息づくまち・
京都

第２章

世界とつながるまち・
京都

(1)京都が持つ多彩な魅力の向上と
    発信

(2)多様な形での情報発信の強化

(3)京都の魅力を認識し，世界に発
    信する人づくり

(4)国内外の外国人が分かりやすく，
　 活動しやすい施設・機能の整備

(1)国際交流・国際協力の中核とし
    ての姉妹都市交流等の持続的
    な発展

(2)京都の特性を生かした多様な
    国際交流・協力の推進

(3)青少年交流の促進

(4)国際感覚を持った人づくり
　　（地球市民意識の高揚）

　　第３章　　推進する施策
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①　歴史都市・京都の創生
　　　〔景観〕京都らしく美しい景観の保全，再生，創造
　　　〔文化〕歴史に育まれてきた文化の継承と創造
　　　〔観光〕京都の都市資源を生かした魅力の創造と発信
②　環境先進都市としての魅力の向上と発信
③　留学生や研究者の集うまちづくりの推進
④　国際交流の拠点・コンベンション機能の充実

第４章 プランの推進

①　メディアによる情報発信
②　人による情報発信

①　学校を中心とする京都を学ぶ機会の提供
②　市民が京都を学ぶ機会の提供
③　市民の「もてなしの心」の向上

①　海外からの訪問者に対しても快適な施設・機能の拡充
②　案内表示や観光情報等の多言語化の推進

①　姉妹都市交流の充実と多様化
②　姉妹都市間における国際協力の推進
③　姉妹都市交流推進体制の強化
④　姉妹都市以外の多様な都市間交流の推進

①　歴史都市としての国際交流・協力の推進
②　環境先進都市としての国際交流・協力の推進
③　京都の特性を生かした多彩な分野での交流・協力の促進

①　姉妹校提携など学校間交流の推進
②　国際会議等に積極的に参画する青少年の育成
③　青少年を対象とした国際交流事業の実施

①　市民が国際理解を深める機会の提供
②　学校における国際理解教育・語学教育等の推進

１ 市民,民間団体等との協働

２ 多様な主体間の連携，協働

３ 京都市国際交流会館における
　 事業の充実

４ 庁内体制の強化と人材の育
　 成・確保

５ プランの進行管理

推進項目

①新規転入者に対する情報提供の充実
②相談事業の充実
③行政情報・生活情報の多言語化,情報提供方法の多様化の推進

①日本語及び日本社会に関する学習環境の整備
②日本語学習等に関する情報提供の充実

①外国籍等の児童・生徒に対する教育のあり方の検討
②日本語指導と学力向上支援の充実
③自国の文化や言語を学ぶ教育に対する支援
④保護者に対する情報提供の充実
⑤教育・子育て支援に関する体制及び研修の充実

①高齢者や障害のある外国籍市民に対する福祉の充実
②無年金者に対する支援
③医療情報の積極的な提供
④医療通訳派遣事業の充実

①防災に係る情報提供の充実
②災害時の支援体制の強化

①生活支援の充実
②就学生等に対する支援の充実
③市民との交流機会の提供
④知識と能力の積極的な活用

①外国籍市民が活躍できる機会の提供
②地域での交流機会の促進
③市政参加の一層の促進

①あらゆる分野での差別の撤廃
②多文化を尊重する市民意識の醸成
③学校における多文化共生を推進する教育の充実
④多文化共生を推進する人材の育成

概要
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「世界文化自由都市宣言」では，全世界のひとびとが人種，宗教，社会体制の相違を超

えて，平和のうちに自由に集い，交流を行う都市を，都市の理想像として掲げました。 

このように国内外からより多くの人々が集い，自由に交流するまちにすることで，市民

や来訪者が様々な文化に触れることができ，より心豊かに暮らすことができるようになり

ます。また，そうしたまちの前提条件となる，様々な国籍，民族，文化的背景を持った人

が，暮らしやすく，活躍できる社会は，誰にとっても暮らしやすく，心豊かな生活ができ

る社会であると言えます。 

そして，京都はこれまで長い歴史の中で，国内外から多様な文化を積極的に受け入れる

ことによって，独自の豊かな文化を築きあげてきたように，世界と広く交わり，多様な文

化を受け入れ続けてこそ，更に新しい魅力を創造し，将来にわたって「世界の中の京都」

として発展を続けることが可能になります。 

さらに，長い歴史の中で培われてきた豊かな文化に加えて，環境分野での先進的な取組

などの京都の持つ新しい魅力も評価される中，それらをより積極的に伝えていくことによ

って，世界の都市や人々と相互理解を深めるとともに，知識や経験を分かち合うことで，

宗教・民族間の紛争や環境問題など，地球規模での問題の解決に向け，前進していくこと

ができます。 

京都市では，こうした「市民や来訪者がより心豊かに暮らせる社会の実現」や，「世界

の中の京都としての発展」，「平和で持続可能な世界の実現に向けた貢献」を目的として，

国際化を推進していきます。 

 

 
 
 
 

第２章 国際化の基本的な考え方と目標 

１ 国際化の基本的な考え方 
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国際化の基本的な考え方に基づき，京都市が目指す国際的なまちの姿として，次の３つ

の目標を定めます。 

それぞれの目標は相互に連携し合う不可分のものであるため，その実現に向けてはすべ 

ての目標を考慮に入れた効果的な施策を展開していきます。 

 

 

 

1200年の歴史を持つ京都は，その長い歴史の中で，歴史的建造物や多くの芸術品， 

伝統的な町並みなどの有形の財産のみならず，伝統産業や学問，宗教，芸術あるいは

京都の生活の知恵ともいえる環境に優しい生活様式等，豊かな文化を育み，蓄積して

きた，独自の魅力を持つ，世界に類を見ないまちです。 

一方，京都はその伝統文化に，新しい文化が融合する中で，先端的な研究や先進企 

業が発達し，また産学公の連携のように異分野が協力して新しい価値を創造するなど，

魅力あふれる知性が集う，学術研究と先端産業のまちでもあります。 

こうした新旧両面をもつ都市として，また，環境に優しい文化を持つ都市としての 

魅力によって，京都市は，観光客や留学生をはじめ世界中の人々をひきよせ，様々な

分野の交流を育みつつ，更なる魅力を生み出すまちを目指します。 

そのために，市民一人一人が京都の魅力を理解し，世界に積極的に発信していきま

す。 

 

 
 
 
 

２ 国際化の目標 

(1) 世界がときめくまち・京都 

～世界の人々をひきよせる京都の魅力の向上と発信～ 
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 京都市は，パリ市，ボストン市をはじめとする９つの都市と姉妹都市提携＊を行い，

姉妹都市交流を国際交流，国際協力の中心として友好親善・相互理解を深めてきまし

た。 

近年，社会状況･国際状況の変化とともに，青少年交流や経済交流，技術支援など，

より一層幅広い国際交流，国際協力が期待されています。 

そこで京都市は，姉妹都市をはじめとする世界の都市との国際交流・協力が市民レ

ベルで定着し，活発に行われるまちを目指します。 

また京都市は，姉妹都市だけでなく世界の平和と発展に貢献するため，平成６年

(199４年)に「世界歴史都市連盟」を設立し，会長都市を務める一方，平成 17 年

(2005 年)には「気候変動に関する世界市長・首長協議会」を設立，世界の自治体リ

ーダー間のネットワーク化を推進しています。 

このように，京都市は世界の自治体の中でも先進的に国際交流・協力を行う役割を

果たすまちであり続けることを目指します。 

そのためには，外国の文化を知り，理解し，尊重し，信頼関係を構築できる国際感

覚をもった人づくりを推進する必要があります。特に次世代を担う青少年については，

国際的視野を広め，相互理解を深める機会を積極的に提供し，「地球市民」＊ としての

意識を育むような取組を推進します。 

 

 

 

京都市には，100を超える国々の４万１千人以上の外国籍の人が暮らしています。 

その中には，日本の植民地支配の結果生じた様々な事情によって日本に住むことと

なった方とその子孫である在日韓国・朝鮮人や，大学などに通う留学生や研究者，就

労・研修のために来日した人々等，多様な外国籍の人々が暮らしています。 

また，それらの人々に加え，日本国籍を取得した人や日本人との国際結婚により生

まれた子どもなど，日本国籍を持ちながら，外国にルーツをもつ人や中国帰国者＊な

ど，多様な文化的背景をもつ人もたくさん暮らしています。 

京都市は，外国籍の人だけでなく，日本国籍を取得した人を含め，こうした外国に

ルーツをもつ全ての人が暮らしやすいまちを目指します。 

 

 

(2) 世界とつながるまち・京都 

～市民主体の国際交流・国際協力の推進～ 

(3)  多文化が息づくまち・京都 

～外国籍市民が暮らしやすく，活躍できるまちづくりの推進～ 
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そのためには，まず外国籍市民＊ をはじめ外国にルーツをもつすべての人が，市民

生活のあらゆる面で安心して暮らせるよう，国際人権規約＊ をはじめ，人種差別撤廃

条約＊ ，児童の権利条約＊ など外国人の人権に関する国際条約の精神を市の施策に活

かし，市民としての権利が尊重される，差別のない人権尊重の環境づくりを進めると

ともに，それぞれの人々の抱える課題に応じた必要な支援を行っていきます。その際，

特に出身国や言語において少数者である人々は，支援を受けにくい場合が多く，そう

した状況も考慮にいれた施策を行っていきます。さらに，市民一人一人が，外国籍市

民の人々等を同じ地域に住む住民としてそれらの人々の文化や慣習などを理解し，サ

ポートする地域づくりを進めます。 

また，多様な国籍，文化的背景を持った外国籍市民の多くは，自らの文化や言語の

紹介やボランティア活動，市政への参加など，地域での様々な活動に参加する意欲を

持っています。暮らしやすいまちづくりを進めるだけにとどまらず，こうした市民が

存分に知識や能力を生かして地域社会で活躍することで，あらゆる市民がより豊かな

生活を送れるまちを目指します。 

なお，「帰化」による日本国籍取得者や日本人との国際結婚による子どもなど，日本

国籍を持っていても，家族や文化の面で外国にルーツをもつ人々も含めて表現するこ

とが必要な場合は，今後，「外国籍市民等」と表記することとします。 

 

 

 

＊姉妹都市提携：資料編 2参照。 
＊国際人権規約：人権と基本的自由の尊重の推進を掲げる条約で，1966 年に国連総会で採択され，
1976年に発効した。世界人権宣言の内容を基礎として，これを条約化したものであり，人権諸条約の
中で最も基本的かつ包括的なものである。社会権を内容とする A規約と自由権等を扱う B規約から構
成される。 
＊人種差別撤廃条約：人種差別の撤廃を掲げる条約で 1965年に国連総会で採択され，1969年に発効
した。人権及び基本的自由の平等を確保するため，あらゆる形態の人種差別を撤廃する政策等を，すべ

ての適当な方法により遅滞なくとることなどを主な内容とする。 
＊児童の権利条約：子どもの人権を包括的に規定した条約で，1989 年に国連総会で採択され，1990
年に発効した。国際人権規約において定められている権利を児童について敷衍（ふえん）し，児童の人

権の尊重及び確保の観点から必要となる詳細かつ具体的な事項を規定したものである。 
＊外国籍市民：本市においては，京都市に居住する外国籍の人々を国籍の異なる市民であるという意味

で，「外国籍市民」と位置付け，同じ市民として受け入れるとともに，すべての市民が共に生きる多文

化共生社会の実現を目指している。 

＊姉妹都市提携：☞資料編 2(59ページ)参照 
＊地球市民：地球に暮らす一員として，国家や民族の枠に捉われず，国際社会の発展のために行動できる人をいう。 
＊外国籍市民：京都市においては，「京都市に居住する外国籍の人々を国籍の異なる市民であるという意味で「外国

籍市民」と位置付け」，すべての市民が共に生きる多文化共生社会の実現を目指している。 
＊中国帰国者：1945(昭和 20)年に第 2次世界大戦が終結した後も帰国できず，中国に残された日本人で，日中国交
正常化後に帰国した者 
＊国際人権規約：人権と基本的自由の尊重の推進を掲げる条約で，昭和 41年（1966年）に国連総会で採択され，
昭和 51年（1976年）に発効した。世界人権宣言の内容を基礎としてこれを条約化したものであり，人権諸条約
の中で最も基本的かつ包括的なものである。社会権を内容とするA規約と自由権等を扱うB規約から構成される。 
＊人種差別撤廃条約：人種差別の撤廃を掲げる条約で昭和 40年（1965年）に国連総会で採択され，昭和 44年（1969
年）に発効した。人権及び基本的自由の平等を確保するため，あらゆる形態の人種差別を撤廃する政策等を，すべ

ての適当な方法により遅滞なくとることなどを主な内容とする。 
＊児童の権利条約：子どもの人権を包括的に規定した条約で，平成元年（1989年）に国連総会で採択され，平成 2
年（1990年）に発効した。国際人権規約において定められている権利を児童について敷衍（ふえん）し，児童の
人権の尊重及び確保の観点から必要となる詳細かつ具体的な事項を規定したものである。 
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＊京都創生：千二百年を超える歴史と文化が息づくまち・京都が持つ山紫水明の美しい自然や落ち着いた都市景観，受け継

がれ磨き上げられてきた伝統文化などを，日本の歴史文化の象徴として守り，育てることで，歴史都市・京都の魅力に更

に磨きをかけ，その素晴らしさを国内外に発信することを進めていく取組。京都市では，平成15年（2003年）6月に京
都創生懇談会（座長：梅原猛 国際日本文化研究センター顧問）から提出された「国家戦略としての京都創生の提言」を受
け，平成16年（2004年）10月に「歴史都市・京都創生策（案）」を策定。京都創生の取組を一層強力に推進していくた
めに，平成18年（2006年）11月に「歴史都市・京都創生策Ⅱ」を策定 
＊京都議定書：平成9年（1997年）12月，京都で開催された気候変動枠組条約第3回締約国会議（COP3）で採択された
議定書。平成17年（2005年）2月に発効 
 

世界の人々にとって魅力あふれるまちとするため，「京都創生」＊の実現を目指して，景観，

文化，観光の３分野の施策を重点的に推し進めるとともに，環境都市，留学生や研究者が集

う学術・研究都市，そして国際交流やコンベンションの拠点という側面からも京都の魅力に

より一層磨きをかけ，その魅力を積極的に世界に広める必要があります。 

この景観，文化，観光の魅力向上への取組と，戦略的な海外への発信によって，日本の伝

統文化や美しい景観，あるいは日本人に対する外国人の理解や関心が深まります。加えて，「京

都議定書」＊誕生の地としての先進的な環境対策，大学のまちとしての先端的な学術研究支援，

大学間協力や産学公連携推進，そして世界的に重要な国際会議が多数開催される都市として

のコンベンション機能の充実といった各施策の推進によって，世界における京都の地位が一

段と向上します。 

こうして世界中の人々を京都にひきよせ，交流することが，新たな文化を生み，経済を活

性化させ，国際的に魅力あふれる京都の創生に大きく貢献します。 

第３章 推進する施策 

１ 世界がときめくまち・京都 

～世界の人々をひきよせる京都の魅力の向上と発信～ 

(1) 京都が持つ多彩な魅力の向上と発信 
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【推進項目】 

① 歴史都市・京都の創生 

ア〔景観〕京都らしく美しい景観の保全，再生，創造 

「新景観政策」をはじめとして，山並み，町並みの景観の保全や，無電柱化の推進＊ ，

広告物の規制の強化，放置自転車の追放など，あらゆる景観構成要素に京都らしさ，美し

さを追求する施策を推進します。 

また，観光地だけでなく，伝統的町並み，職住共存地区など，京都の活力と魅力が凝縮

された都心部，とりわけ歴史的都心地区で自動車渋滞や自転車問題等の交通問題を解決し，

「歩いて楽しいまち」の実現に向けた取組を推進します。 

さらに，海外での京町家シンポジウムの開催をはじめ，京都らしく美しい景観を保全，

再生する取組を積極的に世界に発信し，かけがえのない京都の景観を未来へ引き継ぐ取組

を進めます。 

イ〔文化〕歴史に育まれてきた文化の継承と創造 

京都に集積する日本の伝統芸能の魅力を国内外に広く発信し，将来に継承する拠点とし

て，国立京都伝統芸能文化センター（仮称）＊ の整備を国に求めるなど，文化施設等の機

能の充実を図ります。 

一方で，伝統芸能から新しい芸術，市民文化などの魅力を国内外に発信する「京都文化

祭典」＊ や，世界的に著名な文化人や芸術家を招いた「国際文化フォーラム」＊ の開催，

社寺や庭園を背景にしたコンサートなど，海外からの訪問者にも魅力的な，京都ならでは

の文化事業を推進します。 

また，文化芸術に関する国内外の地域との交流を促進するため，「アーティスト・イン・

レジデンス」＊ 事業のような，国内外の芸術家や芸術関係者を受け入れ，活動を支援する

取組を進めます。 

 

＊無電柱化の推進：京都市では，景観面のほか，安全で快適な歩行空間の確保，都市災害の防止とライフラインの安全性，

信頼性の向上，高度情報化社会への対応等の観点からも，無電柱化を積極的に推進しており，「歴史都市・京都創生策Ⅱ」

に掲げるとともに，国の制度的，財政的な支援を求めている。 
＊国立京都伝統芸能センター（仮称）：京都に集積されている日本の伝統芸能を体験・体感する機会を提供するとともに，そ

れを生み出してきた人・物（作品）・場を国内外の人々に情報発信し，更に継承・創造するための拠点として京都市が国に

整備を求めているもの 
＊京都文化祭典：伝統芸能や，先駆的な文化芸術を全国に発信することによって，京都の都市としての創生を図るため開催

する祭典。「京の華舞台」，「京都の秋 音楽祭」，「京都映画祭」など，多彩な催しが行われる。 
＊国際文化フォーラム：文化庁が推進している「関西元気文化圏」の中心事業として開催されるもので，内外の著名な文化

人・芸術家が世界の文化の最新情報や文化をとりまく課題に関する知見を，講演・討論を通じて交換する場を提供すると

ともに，日本の文化発信の「顔」となる催しとして開催 
＊アーティスト・イン・レジデンス：芸術家等が一定期間国内外の他の都市に居住し，その都市の歴史や文化に感化を受け

ながら作品を制作・発表する試み。京都市では，平成12年（2000年）4月に元明倫小学校跡地に設立された京都芸術セ
ンター（中京区）や，フランス政府が運営するヴィラ九条山（東山区）などで実施 
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加えて，効果的な魅力発信のため，京都迎賓館＊ や京都市国際交流会館，京都の各国文

化センター＊ ，東京の「京都館」＊ のほか，海外情報拠点や，文化芸術の関連機関・施設

と有機的に連携しながら，国際的な情報発信を進めます。 

ウ〔観光〕京都の都市資源を生かした魅力の創造と発信 

観光立国・日本の牽引役として，入洛外国人観光客数２００万人の２０１０年度達成に

向け，本市の５大重点市場（米国・台湾・韓国・中国・豪州）に設置した海外情報拠点等

を活用しつつ，各市場の特性に応じたきめ細かい外国人誘致施策を推進するとともに，積

極的に新規市場開拓事業にも取り組んでいきます。 

入洛外国人宿泊客数において圧倒的なシェアを占め，世界文化遺産，寺院・神社といっ

た京都の特性を最も発揮できる欧米諸国・豪州に対しては，近年急速に普及の進むインタ

ーネットを利用した情報発信を進めるとともに，京都の奥深い魅力を体感できるような多

様な形態の宿泊施設の充実や，都市資源である京都の文化を五感で感じられる様々な体験

型観光商品の造成の促進に努めていきます。 

また，経済成長著しい中国やインド，シンガポールの企業等のビジネスに伴う京都観光

や，これらの企業等による京都での海外研修実施の働きかけ等，今後より多くの誘客が見

込めるアジア諸国の来訪客をターゲットとしたマーケティング戦略を策定し，積極的な誘

致施策を展開するとともに，小中学生，高校生を対象とした教育旅行の誘致等を進めます。

とくに，平成２０年（２００８年）は日韓観光交流年であるため，これを契機として市内

の朝鮮通信使ゆかりの地を国内外に発信することにより，韓国からの観光客誘致を促進し

ます。 

さらに，国の「観光立国推進基本計画」＊には，平成２２年（２０１０年）までに外国

人観光客を１０００万人に増やす目標が掲げられており，京都を「観光立国・日本」を代

表する都市と位置づけた施策の展開を行うよう，国や関係団体に積極的に働きかけていき

ます。 

 

＊京都迎賓館：京都御苑内にある国の迎賓施設。日本の迎賓館は東京赤坂と京都にのみ存在する。内閣府の施設等機関。平

成17年（2005年）3月完成 
＊京都の各国文化センター：イタリア文化会館京都支部（中京区），京都ドイツ文化センター（ゲーテ･インスティトゥート）

（左京区），関西日仏学館（左京区） 
＊京都館：東京駅八重洲口正面において，首都圏を対象に，古都・京都の魅力を紹介する京都市の総合情報館。旬の観光情

報の提供や伝統工芸品をはじめ，多種多彩な京都産品の販売も行う。 
＊観光立国推進基本計画：平成19年（2007年）6月に観光立国推進基本法第10 条の規定に基づき，観光立国の実現に関
する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため，国において定められたもの。計画期間は5年間 
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② 環境先進都市としての魅力の向上と発信 

京都議定書誕生の地である京都から，「イクレイ－持続可能性をめざす自治体協議会

(ICLEI)」＊ や「気候変動に関する世界市長・首長協議会(WMCCC)」への積極的な参画，

世界の歴史都市の発展を追求する世界歴史都市連盟を通じた環境保全の推進など，環境先

進都市としての魅力や情報の発信に努めます。 

また，京都市が京都大学，環境省等と合同で取り組んでいる全国初の試みである生ごみ

類の水素ガスへの変換のような，焼却ごみの大幅な削減と環境にやさしいエネルギーの確

保に努めるとともに，ISO14001 の認証取得が困難な中小企業でも容易に環境保全活動

に取り組める「ＫＥＳ・環境マネジメントシステム・スタンダード」＊ の取得を推進し，

情報発信に努めます。 

気候変動枠組条約第３回締約国会議(COP3)開催を記念して開設された「京都市環境保

全活動センター（京
みやこ

エコロジーセンター）」＊ においては，内外からの訪問者に対する環

境学習と環境保全活動拠点としての活用を一層図ります。 

また，エアコン等に頼らない町家での暮らし，門掃き，水撒きのような環境にやさしい

京都の伝統的な生活文化の価値を市民が再認識し，日頃の生活様式を見つめ直すことから，

地球規模の環境問題への積極的な取組まで，環境先進都市の礎となる市民，事業者の環境

意識の向上に努めます。 

 

 

 

 

＊「イクレイ－持続可能性をめざす自治体協議会（Local Government for Sustainability）」（International Council for 
Local Environmental Initiatives: ICLEI）：持続可能な開発に積極的に取り組む自治体及び自治体連合で構成された国際
的な連合組織。平成2年（1990年）設立。会員は67箇国1,000（平成20年（2008年）11月6日現在）の自治体及
び自治体連合組織。本部はトロント市（カナダ）。日本では平成5年（1993年）に事務所を設置し，21の自治体が加盟 
＊KES・環境マネジメントシステム・スタンダード（KES Environmental Management System Standard）：国際規格

ISO14001は，認証取得に多大な経費が必要なため,取り組みが難しい中小企業等を対象に市民・事業者と京都市等がつく
る環境まちづくり組織「京（みやこ）のアジェンダ21フォーラム」が別の基準として作成し，創設した独自の認証制度 
＊京都市環境保全活動センター（京エコロジーセンター）：平成9（1997）年12月に，「地球温暖化防止京都会議（COP3）」
が開催され，この会議で採択された「京都議定書」の採択を記念し，市民の環境学習と環境保全活動の拠点として平成14
年（2002年）4月に開設された。 
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③ 留学生や研究者の集うまちづくりの推進 

大学のまち京都において，各大学及び(財)大学コンソーシアム京都＊との連携を強化する

ほか，京都にある各国文化施設，国際日本文化研究センター＊ ，総合地球環境学研究所＊ ，

(独)国際交流基金，スタンフォード日本センター＊，京都アメリカ大学コンソーシアム＊や海

外の大学，国際関係機関との連携を図り，多様な交流やネットワークの形成を推進します。 

大学コンソーシアム京都が中心となって留学プログラムの開発及び促進を図るととも

に，大学コンソーシアム京都や各大学の特色・魅力を海外へ積極的にＰＲしていくため，

パンフレットの作成や外国語版ホームページなど，多様な媒体による情報発信に努めます。 

   さらに，海外からの研究者・留学生などが，心おきなく勉学や研究に打ち込めるよう，

行政・大学等が提供する市内の留学生向け住戸２，０００戸（現在約９５０戸）の実現を

目指す「留学生住居整備支援プロジェクト」の創設をはじめ，情報提供，相談体制の充実

や企業等との連携による奨学金の創設，その子どもの教育に対する支援など，本人とその

家族の生活に配慮した受入れ環境の整備や支援の充実に取り組むとともに，将来母国と京

都とをつなぐ架け橋となる留学生が，京都の文化芸術により親しむことができるよう，本

市の文化施設の見学・体験，イベント等への参加機会を提供する「留学生優待プログラム(仮

称)」を実施する。また，留学生が日本で身に付けた知識や経験を京都で生かせるよう，就

職支援の充実を図ります。 

   また，留学生にとって一層魅力的な「大学のまち京都」を実現するため現在策定予定の

「「大学のまち京都」「学生のまち京都」推進計画(仮称)」において，留学生に関する施策

の充実を図ります。 

さらに，就学生等（大学進学などを目的に日本語を学ぶ学生）については，その多くが

卒業後留学生として，引き続き京都で生活することから，就学生等が学びやすい環境整備

も促進します。 

   こうした留学生等を支援・誘致する施策を着実に推進するために，庁内と関連団体によ

るプロジェクトチームを設置し，世界中から留学生や研究者が多数集まり，共に暮らすま

ちづくりを推進して，現在，市内に約４，５００人在籍する留学生の倍増を図り，「留学生  

１万人」の実現を目指します。 

＊財団法人大学コンソーシアム京都：大学，地域社会及び産業界との協力による大学教育改善のための情報発信交流等を行

い，連携を深め，教育研究の向上とその成果の還元を図り，日本の学術研究と高等教育の発展を目的として，平成 10 年
（1998年）3月に設立。主務官庁は文部科学省。約50大学・短期大学が加盟 
＊国際日本文化研究センター：人間文化研究機構を構成する大学共同利用機関。昭和62年（1987年）創設 
＊総合地球環境学研究所：地球環境問題の解決に向けた学問を創出するための総合的な研究を行う文部科学省の大学共同利

用機関。平成13年（2001年）4月創設 
＊スタンフォード日本センター：平成元年（1989 年）2 月に日米の学術交流を一層推進し，深めていくために設立され，
教育部門，研究部門の2つの部門において，さまざまなプログラムやプロジェクトを展開 
＊京都アメリカ大学コンソーシアム：米国の14大学から選抜された3年生を対象にした8ヶ月間の社会科学・人文科学の
日本研究プログラム。平成元年(1989年)に設立され，加盟14大学で組織された委員会で運営されており，シカゴ大学が
実務を担当。 
＊就学生等：4ページ脚注参照 
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先端技術産業の発達した都市・京都において，市内に集積する世界的な先進企業や多彩

な研究成果を蓄積する大学との連携により，独創的な技術革新が連鎖的に生まれるシステ

ム（知的クラスター）の構築を目指す「知的クラスター創成事業」＊や，ライフサイエン

ス分野の産業振興を図る「京都バイオシティ構想」＊ を推進し，海外の研究機関や企業と

の更なる連携を通じて，世界から人材等をひきつける，国際競争力のある拠点の形成を図

ります。 

 

④ 国際交流の拠点・コンベンション機能の充実 

京都には国立京都国際会館＊ や伝統技術の粋を集めて建設した京都迎賓館があり，京都

を世界にアピールする貴重な舞台が備わっていると言えます。平成20年(2008年)主要

国首脳会議(G8サミット＊)外相会合の開催の成功にみられたように，今後も国際会議や見

本市の誘致・開催を(財)京都文化交流コンベンションビューロー＊と連携して，積極的に行

います。 

中でも，世界中で親しまれている日本のマンガ研究の拠点「京都国際マンガミュージア

ム」の運営を通じてマンガ文化の魅力を国内外に広く発信するとともに，その様々な取組

の一環として，国際マンガサミット＊ を開催します。 

さらに，世界と常に密接な関係を保つことにより，国際的な存在感を高めるため，国際

関係機関の誘致に努めます。 

また，国の「国際会議の開催・誘致促進による国際交流プログラム」＊とも連動したコ

ンベンション振興のあり方を検討します。 

一方，会場となる国立京都国際会館の拡充・整備についての国への要望や国際会議受入

れのインフラ整備の推進を図ります。 

   

＊知的クラスター創成事業：文部科学省が，自治体の主体性を重視し，大学，公的研究機関等を核とし，関連研究機関，研

究開発型企業等が集積する研究開発能力の拠点の創成を目指す事業 
＊京都バイオシティ構想：京都のライフサイエンス分野の先進性・優位性を活かした産業形成の促進のため，産学公連携の

下にバイオ産業を中心とする新たな産業政策・都市戦略として平成14年（2002年）6月策定 
＊国立京都国際会館：昭和41年（1966年），日本で最初の国立の会議施設として開館 
＊Ｇ８サミット：主要国首脳会議（Group of Eight）。フランス，アメリカ，イギリス，ドイツ，日本，イタリア，カナダ，
ロシアの8箇国及びその年のEU議長国の政府首脳及び欧州委員会委員長が年1回集まり，国際間の経済的，政治的課題
について討議する会議。首脳会合は北海道洞爺湖。外相会合は2008年に京都で開催 
＊財団法人京都文化交流コンベンションビューロー：文化芸術の普及向上に努めるとともに，国内外のコンベンション誘致

及び賓客等の入洛を促すことを目的に「京都コンベンションビューロー」と「財団法人平安建都千二百年記念協会」を再

編し，平成18年（2006年）4月設立，平成19年（2007年）1月より財団法人化 
＊国際マンガサミット：世界各国のマンガ家同士の親善と交流を目的とし，併せてその権益とマンガ文化の振興を図る大会。

平成8年（1996年）開催以来アジア各国・地域で開催されている。平成20年（2008年）は第9回 
＊国際会議の開催・誘致促進による国際交流プログラム：今後5年以内に主要な国際会議の開催件数を5割以上伸ばし，ア
ジアにおける最大の国際会議開催国を目指すための施策。国土交通省が平成19年（2007年）6月に発表した。 
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【推進項目】 

① メディアによる情報発信 

新聞・テレビ・出版などのマスメディアに加え, 京都の概要や魅力を積極的に国外に発

信するため，留学生と連携したシティセールス＊のためのパンフレットやＤＶＤ等を作成

し，海外との様々な交流機会に配布します。 

また，効果的な情報発信のためにインターネットを活用した新しいメディア＊ や映画，

音楽など，国内外の多様な情報メディアを通じて，常に新しい「本物の京都」の情報を提

供します。 

② 人による情報発信 

京都を訪問する海外からの国公賓の京都迎賓館での歓迎行事の開催や，マスメディアの

招聘などを通じ，京都の魅力を一層理解してもらうための積極的な情報提供を推進します。 

また，京都の多彩な魅力を世界に伝える｢京都市名誉親善大使(仮称)｣を創設するととも

に，シンポジウムや留学生とのミーティングの開催等によって実際に京都に滞在する又は

滞在した経験のある留学生・研究者や企業の駐在員が，京都の情報を有効に発信できるよ

うな方法を検討します。そして，海外へ派遣される青年海外協力隊＊ やシニア海外ボラン

ティア＊ 等を通じた情報発信についても検討します。 

さらに，国際会議への積極的な参加や，在外日本大使館，(財)自治体国際化協会海外事

務所をはじめとする外務省や総務省の在外関係機関の事業を活用するなど，京都の情報発

信の取組を推進するとともに，在京大使館，関西の総領事館の関係者に対する京都の魅力

の効果的な紹介・発信を図ります。 

＊新しいメディア：一例として，3D で表現された仮想世界でのネット上のオンラインサービス「セカンドライフ」では，
誰でも自由に参加して，ネット上で観光地・販売店の訪問や，共通の通貨を通じての売買などが可能となるもので，観光・

ブランドの促進につながる新たなビジネスモデルともいわれる。 
＊シティセールス：都市や地域の魅力などを効果的に外部にアピールすること。 
＊青年海外協力隊：日本国政府が行う政府開発援助の一環として，JICA が実施する海外ボランティア派遣制度。募集年齢
は20～39歳。農林水産，教育，保健衛生など120以上もの職種で募集。派遣国は約80箇国で，昭和40年（1965年）
4月に発足。これまでに約30,000名の隊員を派遣 
＊シニア海外ボランティア：平成 2年（1990年）に始まった，シニア版の青年海外協力隊。40～69歳までの中高年を対
象にしたプログラム。派遣先は世界50箇国。これまでに約2,000名のボランティアを派遣 

情報通信技術(IT)の発達した現在，世界の国々に対し，より効果的に情報発信を行っていく

ためには，従来の紙媒体のみならず，ホームページや電子メールをはじめ，インターネットで

情報を提供するなど，多様なメディア（情報媒体）を効果的に活用することが必要です。 

その一方で，人を介した伝達も常に情報流通の基盤であることを忘れず，市内訪問者や滞在

者，あるいは国や府，民間団体と連携して，人による広報を効果的に行うことも必要です。 

(2) 多様な形での情報発信の強化 
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【推進項目】 

① 学校を中心とする京都を学ぶ機会の提供 

これまでから教科等の学習を通じて，子どもたちは自分たちの生活の舞台である身近な

地域や京都の伝統や文化，芸術，産業等への理解を深めており，今後は京都ならではの特

色を活かし，伝統工芸，伝統音楽等に携わる方々を講師に招くことや学校における茶道の

取組など，地域との連携による伝統文化の体験的な学習の機会の充実を図ります。 

また，学校給食においては，京の伝統を伝えるおばんざいの献立や季節を味わう行事食

も取り入れ，地産地消(知産知消＊)を更に拡大するなどにより，子どもたちの京都に対する

興味・関心を高める取組を推進します。 

② 市民が京都を学ぶ機会の提供 

町家の暮らしの知恵や京の食文化等を子どもたちに体験的に伝える「子どものための暮

らしの文化体験講座」をはじめとする事業を実施し，京都の魅力を学ぶ機会を提供します。

また，地域の中での「暮らしの文化」の再発見・再認識の促進や，普及・啓発のためのシ

ンポジウムの開催など，暮らしの文化に対する市民の関心と理解を深めるための施策を推

進します。 

＊市民憲章： 
  ＜京都市市民憲章＞ 
わたくしたち京都市民は，国際文化観光都市の市民である誇りをもって，わたくしたちの京都を美しく豊かにするために，

市民の守るべき規範として，ここにこの憲章を定めます。 
 この憲章は，わたくしたち市民が，他人に迷惑をかけないという自覚に立って，お互いに反省し，自分の行動を規律しよ

うとするものです。 
1.わたくしたち京都市民は，美しいまちをきずきましょう。 
1.わたくしたち京都市民は，清潔な環境をつくりましょう。 
1.わたくしたち京都市民は，良い風習をそだてましょう。 
1.わたくしたち京都市民は，文化財の愛護につとめましょう。 
1.わたくしたち京都市民は，旅行者をあたたかくむかえましょう。 

（昭和31年（1956年）5月3日制定） 
 
＊知産知消：地元の食材を地元で食べる「地産地消」を教育活動として捉え，食材の生産の様子を知り，消費のされ方を知

ることで，生産者等すべての人に感謝する気持ちを育む京都市独自の取組。献立で使用した京野菜の生産の様子を紹介する

資料を作成し，食指導に活用している。 

 

京都の魅力を世界に広めていくためには，まず京都市民が京都を愛し，その魅力や価値を深

く理解すること，そして京都が世界的にも貴重な存在であることを認識することが必要です。

そのために，学校教育や生涯学習の場を積極的に活用していきます。 

また，旅先での地元の人との触れ合いがまちの印象に大きな影響を与えることから，市民憲

章＊ を模範としつつ，京都を訪れる人々が，良い思い出や印象を持ち帰られるような，市民に

よる「もてなしの心」をより一層高めていくことが重要です。 

(3) 京都の魅力を認識し，世界に発信する人づくり 



京都市国際化推進プラン 
第３章 推進する施策 

- 21 - 

さらに，「みやこ子ども土曜塾」＊ のような京都の芸術，伝統文化，自然を体験する取組

など，子どもたちとともに保護者や地域の人々の京都に対する興味・関心を深める取組を

実施します。 

加えて，市民対象の「京都創生推進フォーラム」＊ や「アスニー京都学」＊ の実施や「京

都・観光文化検定試験」＊ 事業等への支援の継続，大学コンソーシアム京都で実施してい

る生涯学習事業「京カレッジ」＊ などにより，市民がより深く京都を知る機会を提供しま

す。 

また，京都の大学で学ぶすべての学生が，伝統文化や伝統技術など京都が築いてきた

1200年の「京都の知」を体験することのできる仕組みを広げ，京都について学ぶ機会を

充実させます。 

③ 市民の「もてなしの心」の向上 

まちを綺麗にしてもてなす京の門掃きのように，京都に伝わるもてなしの精神を涵養す

るために「世界の京都・まちの美化市民総行動」＊ をはじめとする活動の実施に際して，

その意義の周知を図ります。 

また，多くの市民が簡単な道案内や観光案内を外国人観光客に対して行うことができる

よう，市内の小・中学校をはじめ一般市民に対して，啓発や研修等を実施します。 

さらに，京都・観光文化検定試験合格者等を対象に，今後の京都観光を担う人材の育成

研修を実施し，観光案内所や祭事，観光イベント等へ派遣します。 

加えて，言語や文化の異なる外国人に対するピクトグラム(絵文字)の使用や外国語併記

といったユニバーサルデザイン＊ の考え方の普及を，各種メディアを利用して推進します。 

 

＊みやこ子ども土曜塾：土曜日をはじめ学校休業日に，京都ならではの多様な学習資源を生かした学びの場を提供し，子ど

もたちを育んでいこうという市民ぐるみの取組。平成16年（2004年）10月開始，約8,000企画，延べ17万人が参加
(平成19年（2007年）4月現在) 
＊京都創生推進フォーラム：「京都創生」に賛同する団体，市民らが集い，積極的に取り組むことで，国内外に京都創生の気

運を高めることを目指し，平成17年（2005年）5月に設立。セミナーやシンポジウムを開催 
＊アスニー京都学：京都アスニー（昭和56年（1981年）4月設立の京都市生涯学習総合センタ－）が提供する京都の持つ
歴史や文化等を生かした講座 
＊京都・観光文化検定試験：平成16年（2004年）開始の京都に関する歴史，文化，産業，暮らしなどの多分野の京都通度
を認定する検定試験。主催は京都商工会議所。京都市は後援 
＊京カレッジ：京都市と大学コンソーシアム京都が共催する生涯学習事業。京都地域の大学・短期大学から「大学講義」「市

民教養講座」「資格取得講座」「特別コース（地域公共人材育成コース）」といった科目・講座が提供され，老若男女を問わ

ず生涯学習のニーズをトータルにカバーしている。 
＊世界の京都・まちの美化市民総行動：京都市内の美化団体が年に一度一堂に会し，交流し合うまちの美化の祭典として総

行動を展開 
＊ユニバーサルデザイン：文化・言語の違い，老若男女といった差異，障害・能力の如何を問わずに利用することができる

施設・製品・情報の設計（デザイン） 
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【推進項目】 

① 海外からの訪問者に対しても快適な施設・機能の拡充 

海外からの観光客の利便性の向上を図るため，観光案内所の施設の整備，拡充等に向け

た調査や検討を行います。 

道路，公園，公共建築物，交通機関，商業施設等の建物や施設において，言語，文化，

風習の異なる外国人が安心して訪れることができるよう，ユニバーサルデザインの視点を

踏まえた，誰もが利用しやすい公衆トイレをはじめとする建築物の整備に努めます。 

観光客を含むすべての外国人が，災害時に情報を的確に得ることができるような施策の

検討を行います。 

② 案内表示や観光情報等の多言語化の推進 

商業と観光の一体的推進の観点から，観光パンフレットや飲食店メニュー及び観光情報

ホームページ等の多言語化を充実させます。 

また，歩いて楽しい観光を推進するため，観光案内板，案内標識，名所説明立札（駒札）

等の４言語表記化＊ やピクトグラムの使用など，外国人観光客にも分かりやすい案内表示

を推進します。 

交通機関においても，外国人観光客にも分かりやすい案内表示を推進していきます。 

＊４言語表記化：日本語，英語，中国語，韓国・朝鮮語 

 

 

 

(4) 国内外の外国人が分かりやすく，活動しやすい施設・機能の整備 

世界的に魅力のあるまちであるためには，その前提として，世界のあらゆる人が，京都で

安心して，快適に行動できる環境を整える必要があります。 

また，京都に来た外国人が一人でも不自由なく行動できるよう，案内表示や観光情報など

の多言語化やピクトグラム(絵文字)の活用など，外国人にも分かりやすい施設や機能の整備を

促進します。 
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＊(独)国際協力機構(JICA)：4ページ脚注参照 
＊国際協力銀行(JBIC)：わが国及び国際経済社会の健全な発展に資することを目的に，平成 11年（1999年）に日
本輸出入銀行と海外経済協力基金を統合して発足した全額政府出資の特殊銀行。日本政策金融公庫(JFC)の国際金
融部門専門機関として，平成 20年（2008年）10月より新 JBIC（国際協力銀行）として設立され，日本の国際
政策を一挙に担う機関となる。また，海外経済協力業務は国際協力機構に統合される。 
＊日本貿易振興機構(JETRO)：独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）は，平成 15年(2003年)10月，前身の
日本貿易振興会を引き継いで設立。対日投資の促進，中小企業の国際ビジネス展開支援，開発途上国との貿易取引

拡大など，時代の要請に応じた事業を展開し，質の高いサービスを機動的かつ効率的に提供 
 

国際交流の分野においては，姉妹都市交流が，市民にとって身近で取り組みやすい

形態として，近年，市民や民間団体によって独自に多彩な分野で交流が行われるよう

になっています。今後も，こうした幅広い分野での交流を推進するよう，情報提供の

充実や推進体制の維持強化などの取組をしていくことが重要です。 

一方で社会状況の変化とともに，これまでの友好親善中心の交流から，都市の発展

に寄与する技術交流や経済交流など，課題解決型の事業や国際協力も求められるよう

になっています。 

京都市でも，姉妹都市の枠組みを効果的に利用し，在外日本大使館，(独)国際協力機

構(JICA)＊ , 国際協力銀行(JBIC)＊ , 日本貿易振興機構(JETRO)＊ , (独)国際交流基金

(The Japan Foundation)及び(財)自治体国際化協会(CLAIR)などの国際関係機関を

媒介として，経済交流，技術支援等の互恵的事業や国際協力の取組を促進していく必

要があります。 

また同時に，姉妹都市以外の多様な都市間交流も推進していく必要があります。 

２ 世界とつながるまち・京都 

～市民主体の国際交流・国際協力の推進～ 

(1) 国際交流・国際協力の中核としての姉妹都市交流等の持続的な発展 
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【推進項目】 

① 姉妹都市交流の充実と多様化 

姉妹都市交流50年の実績を踏まえ，市民レベルでの交流をさらに推進するため，

従来からの交流を着実に進めるとともに，姉妹都市との文化交流・経済交流などにお

いてより充実した幅広い事業を展開します。 

とくに，「国際青少年みらい環境会議 2007 in Kyoto」＊ のように，課題や情報の

共有や活発な意見交換を行う青少年参加型の交流を推進します。 

また，幅広い市民を巻き込んだ事業を実施することにより，市民の姉妹都市に対す

る理解と関心を促します。 

② 姉妹都市間における国際協力の推進 

姉妹都市相互で優れた施策を学び，都市の発展に寄与するため，調査研究や研修生

の相互派遣等を実施します。 

政府開発援助(ODA)＊ を利用した陝西省水環境整備事業（西安市）＊ をはじめとす

る政府円借款事業や，それに付随する海外自治体職員・研修生の受入れなど，国際協

力の取組を進めます。 

また，(独)国際協力機構(JICA)，(財)自治体国際化協会(CLAIR)等の国際協力関係

機関と連携した国際協力・貢献の取組を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

＊「国際青少年みらい環境会議 2007 in Kyoto」：平成 20年(2008年)に京都市の姉妹都市交流事業が 50周年を迎
えるに当たってのプレイベントとして，また，「京都議定書」が採択されたCOP3開催 10周年を記念して，平成
19年(2007年)8月に姉妹都市 9市から高校生を招聘し開催した。 
＊政府開発援助（ODA：Official Development Assistance）：政府または政府の実施機関によって開発途上国また
は国際機関に供与されるもので，開発途上国の経済・社会の発展や福祉の向上に役立つために行う資金・技術提供

による協力をいう。 
＊陝西省水環境整備事業（西安市）：円借款（発展途上国に対する経済協力の一環として，日本政府が円資金を使っ

て融資などをすること。長期かつ低金利という緩やかな条件で貸し付ける。有償資金協力ともいう。）事業による

陝西省水環境整備事業のうち，西安市職員 70名程度を平成 18年(2007年)から 4期 4年で京都市に受入れて行
っている研修事業 
 

国際青少年みらい環境会議 2007 in Kyoto 
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③ 姉妹都市交流推進体制の強化 

姉妹都市交流を推進する市民グループの設立支援や，姉妹都市に存在する友好組織

との連携強化を図るとともに，市内の姉妹都市交流・国際交流団体の紹介をはじめと

するコーディネート体制の構築や，そのネットワークの情報収集及び情報提供の取組

を図ります。 

また，ドイツ文化センター，関西日仏学館やイタリア文化会館等京都や関西にある

国際関係機関との連携強化を図るとともに，在外公館や，(独)国際交流基金海外事務

所，(財)自治体国際化協会海外事務所等との連携強化を図ります。 

④ 姉妹都市以外の多様な都市間交流の推進 

国際交流の中心である姉妹都市交流以外にも，経済・文化・観光など特定分野に限

定した，民間団体を主体とする交流を支援するための新たなパートナーシティ＊ の締

結や分野ごとの協定の締結による交流を促進します。また，地理的・歴史的にも関連

の深いアジア諸国との多様な交流を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊パートナーシティ：歴史遺産・景観保全，環境保全，経済，音楽文化，学術研究・教育などの特定の分野に限定し

た民間団体等による新しい交流形態である「パートナーシティ」を創設し，平成 11年（1999年）4月，第 1号
として韓国の晋州（チンジュ）市と提携し，学術・教育分野での交流を進めている。☞資料編 2(59ページ)参照 
 
 

姉妹都市との児童画の交換（フィレンツェ市） 
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【推進項目】 

① 歴史都市としての国際交流・協力の推進  

世界歴史都市連盟の設立趣旨である，日常的な交流や情報交換等を通じた歴史都市

の発展と世界平和の達成に向け，世界歴史都市会議の継続的な開催をはじめとする世

界歴史都市連盟の活動の充実を図ります。 

また，市民が歴史都市連盟の活動を通じて，世界の諸都市の人々とより幅広い交流

が行えるよう，市民に対する積極的な周知を図るとともに，市民が参加しやすい機会

を拡大します。 

そして，それぞれの歴史都市が有する遺産の保護や活用等に関する知識や経験をよ

り幅広く共有するため，歴史都市連盟会員都市の拡大を図るとともに，「ユネスコ」（国

際連合教育科学文化機関：UNESCO）＊や「国際連合人間居住計画」（UN-HABITAT）

＊ 等との連携を一層促進します。 

＊ユネスコ：「国際連合教育科学文化機関憲章」（ユネスコ憲章）に基づいて，人々が共に生きる平和な社会を築くこ

とを目的に，昭和 21 年(1946 年)に設立された国際連合の専門機関。英語の正式名称は，United Nations 
Educational, Scientific and Cultural Organizationであり，頭文字をとってUNESCO，ユネスコと称される。
本部はパリ 
＊国際連合人間居住計画（国連ハビタット: United Nations Human Settlements Programme）：居住を中心に人々
の生活全般の改善を目的とし，昭和 53年（1978年）に設置された国際連合の下部組織。本部はナイロビ 
 

 

 

京都市ではこれまで，「世界歴史都市連盟」や，「気候変動に関する世界市長・首長協議

会」の活動など，都市の特性を生かした国際交流・貢献を積極的に実践してきました。 

自治体の役割が以前にも増して注目される中，このような取組をより一層推し進め，多

くの都市と手をとりあって，世界の平和と繁栄に貢献していく必要があります。 

(2) 京都の特性を生かした多様な国際交流・協力の推進 
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② 環境先進都市としての国際交流・協力の推進 

京都議定書誕生の都市として先進的に行ってきたバイオディーゼル燃料化事業＊ や

独自の環境マネジメントシステムのノウハウなど，本市の経験や知識を広めるため「イ

クレイ－持続可能性をめざす自治体協議会(ICLEI)」等を通じて情報発信することによ

り環境分野における国際協力を推進します。 

また，「気候変動に関する世界市長・首長協議会」において，世界の各都市のリーダ

ー間のネットワーク化をはじめとする活動を積極的に推進します。 

そして，環境問題に関する京都での国際会議開催の促進・誘致のほか，海外の会議

への参加，あるいは環境保全関連活動の支援といった環境分野での情報交換，国際交

流を推進します。 

さらに，姉妹都市や世界歴史都市連盟加盟都市，イクレイ加盟自治体への職員・技

術者等派遣や，研修生受入れによる環境行政の経験を生かした人的交流・協力を一層

推進するとともに，誘致・開催された国際会議や国際学会出席者と市民との交流など，

既存の枠組みを活かした海外の人々との多彩な交流を促進します。 

 

＊バイオディーゼル燃料化事業：一般家庭及び食堂等の事業所から排出されるバイオマス資源である廃食用植物油を

回収し，メチルエステル（バイオディーゼル燃料）として再生し，本市のごみ収集車や市バスの燃料として利活用

することにより，バイオマス資源の利活用推進と同時に二酸化炭素排出量削減に取り組むものである。 

 

 

 

 

 

第 11回世界歴史都市会議（トルコ共和国・コンヤ市） 
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③ 京都の特性を生かした多彩な分野での交流・協力の促進 

地震の多い国土にあって，木造の歴史的建造物や国宝・重要文化財等を豊富に有す

る京都においては，高度の防災技術，効率的な防災組織が発達しています。 

平成１８年度から，全国に先駆けて行われた東山清水地域での「文化財とその周辺

を守る防災水利整備事業」＊ をはじめとする防災対策，地域力を生かした自主防災組

織の仕組みや，京都大学と共同で研究されている地震被害等のシミュレーションシス

テムなど，京都独自の先進的なノウハウを海外の都市に提供するため，積極的な情報

発信や研修生の受入れなどを行います。 

その他，都市景観，文化財保護，住民組織との協働など，京都が持つ優れた特性を

活用し，(独)国際交流基金，(独)国際協力機構(JICA)等を通じて海外都市への国際協

力事業を支援します。 

  

 

 

 

   

＊文化財とその周辺を守る防災水利整備事業：文化財を火災から守るため，文化財所有者や近隣住民，消防機関が連

携して消火に当たれるよう，大容量の耐震性貯水槽や市民が容易に利用できる消火栓等を整備する事業 

 

 

 

 

陝西省水環境整備事業（西安市）に係る訪日研修 
（京都市，蹴上浄水場） 
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【推進項目】 

① 姉妹校提携など学校間交流の推進 

交流状況のデータ作成，受入れの実態やノウハウ等をまとめた情報の提供及び更新

をはじめとした各学校の特色に応じた姉妹校提携＊ の促進を図ります。また絵画の交

換，手紙の交流など，姉妹都市をはじめとする学校間の国際交流事業を推進します。 

国際社会に対応できる国際理解を深めるための取組や，海外から訪れる青少年や，

留学生との交流を推進し，積極的に国際協力に参加する活動を支援します。 

② 国際会議等に積極的に参画する青少年の育成 

国際的な催しに積極的に参画し，将来にわたって国際的な視野を持って活動のでき

る人材となりうる児童・生徒の育成に努めます。 

このため，小・中学校における９年間の学びの中で，カリキュラムや指導の工夫を

図り，より一層計画的に外国語指導助手(ALT)＊ の活用を進め，小学校から英語での

コミュニケーションを図る意欲や態度を育みます。 

③ 青少年を対象とした国際交流事業の実施 

世界各地から多数の外国人旅行者が訪れる宇多野ユースホステルなどの公共宿泊施

設を活用し，相互の文化や歴史等への理解を深める事業を実施します。 

＊姉妹校提携：京都市内学校の姉妹校提携状況☞資料編 5(64ページ)参照 
 ・大学・短期大学…26校 
 ・高等学校…   10校 
 ・中学校…     8校 
 ・小学校…     6校 
＊外国語指導助手(ALT)：日本の学校における外国語授業の補助を行う外国語指導助手(Assistant of Language 
Teacher=ALT)の略語 
 
 
 

 

次代を担う青少年が，グローバル化時代に対応できる人材として成長していくためには，

早い時期から外国の人々と直接に接し，お互いの意見を交換し理解し合う経験をすることが

重要です。 

このため，海外の学校との姉妹交流や，国際的な催しへの参加を例とした交流機会に関す

る情報等を積極的に提供するとともに，青少年を対象とした国際交流事業を実施します。 

(3) 青少年交流の促進 
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【推進項目】 

① 市民が国際理解を深める機会の提供 

市民が国際理解を深めるため，青年海外協力隊経験者を講師とした講座等の実施や，

ホームステイ，ホームビジット，里親制度といった市民と外国人とが直接触れ合う機

会の創出，外国の文化や言葉を紹介する外国籍市民を地域に派遣するシステムの構築

など，市民が市内に在住する外国人と交流する機会の提供方法を検討します。 

また，市民の多文化交流への意識啓発を進めるため，生涯学習としての多文化理解・

コミュニケーション講座の開催を行うとともに，関係団体や市民との連携による取組

を進めます。 

さらに，青年海外協力隊やシニア海外ボランティアの周知・募集の情報提供など市

民が国際協力に取組む機会の提供に努めます。 

 

 

 

 
 
 
 

グローバル化が進み，国家間の相互依存が急速に進展する中，相互理解や国際協調の精

神といったものが，今後ますます必要になっていきます。 

京都市が国際交流・国際協力を一層推進していくためには，広く京都市民の間に外国の

文化を知り，理解し，尊重することのできる国際感覚を養うことが重要です。 

このため，生涯学習や学校教育の場で，外国の文化や言葉，国際協力の重要性について

学ぶ機会を充実させる必要があります。

(4) 国際感覚を持った人づくり（地球市民意識の高揚） 
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② 学校における国際理解教育・語学教育等の推進 

市立学校における語学教育の推進のため，英語によるディベートをはじめとした円

滑なコミュニケーションが可能な生徒の育成等学校の特色に応じた取組や，最新の英

語教材の実験的導入，海外の学生との実践的な交流をはじめとした先進的な語学教育

を行います。 

また，国際都市京都に相応しい，小学校からの英語教育として，コミュニケーショ

ン能力を培うため，外国語指導助手(ALT)をすべての小学校に配置するなど，子ども

たちが様々な外国の言葉や文化などに触れる機会を創出します。 

さらに，国際理解教育の推進のため，地域在住の外国籍市民との交流や，外国籍市

民の学校等への派遣などによって，青少年が様々な国の言葉や文化を学び，国際理解

を深める機会を増やす方法を検討します。 

ホームステイの受入れ促進については，受入マニュアルの作成，受入希望の学校へ

の配布など，海外からの希望に対応できる方法を検討します。 
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【推進項目】 

① 新規転入者に対する情報提供の充実 

京都市に転入して間もない外国籍市民が，必要な情報を得られるよう，転入時のオ

リエンテーションの実施や，転入後に利用することが多い区役所や入国管理局等と連

携した情報提供など，新規転入者に対する情報提供を充実させます。 

② 相談事業の充実 

外国籍市民の困りごとをより確実，迅速に解決できるよう，外国籍市民の相談に一

元的に応じられ，その解決の手助けも行う窓口の設置を検討します。また，これまで

から行ってきている法律相談や出入国管理相談をはじめとする専門的な相談・対応体

制についても，新たに市内に定住する外国人の増加に伴い相談内容の多様化・高度化

が見込まれることを踏まえ，一層の充実を図ります。 

また，本市の既存施設の活用を図りながら，民間団体との連携による市内の各地域

で相談できる機会の拡充や，電話相談の充実など，より便利な相談機会の提供につい

て検討します。 

③ 行政情報・生活情報の多言語化，情報提供方法の多様化の推進 

日本語の能力が十分でない外国籍市民でも，必要な情報を自身で入手できるよう，

これまでから取り組んできた行政情報や生活情報の多言語化や，分かりやすい日本語

での説明を一層推進します。 

また，必要な情報が外国籍市民により伝わりやすくなるよう，多様なメディアの活

用や，公共機関や市民団体との連携など，より効果的な情報提供を行います。 

近年，新たに市内に定住する外国人の増加に伴い，日本語の能力を十分有していない

人が増えており，日常生活に問題や不安を抱える人もいます。 

来日直後で日本語の能力が十分でない外国籍市民でも，安心・安全に暮らせるまちを

実現するためには，多言語による情報提供や相談事業を一層充実させていくことが必要

です。 

ア 情報提供・相談事業の充実 

3 多文化が息づくまち・京都 

～外国籍市民が暮らしやすく， 

活躍できるまちづくりの推進～ 

(1) コミュニケーション支援 
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【推進項目】 

① 日本語及び日本社会に関する学習環境の整備 

外国籍市民が市内の幅広い地域で，容易に日本語を学べるよう，民間団体やボラン

ティアに対する支援を拡充するとともに，義務教育を修了できなかった方の学びの場

を確保することにより，多様な学習機会の提供を図ります。 

また，転入時のオリエンテーションのほか，日本語教室の実施者が授業で活用でき

るような日本の生活習慣，制度や，手続きに関する情報や資料を提供することによっ

て，外国籍市民が日本社会に関して学習する機会の拡充を図ります。 

② 日本語学習等に関する情報提供の充実 

外国籍市民が，日本語等を学習できる場所や学習する方法についての情報をスムー

ズに入手できるよう，公立又は民間の日本語教室と連携して効果的な情報提供を行い

ます。 

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 

外国籍市民が，日本においてより円滑に生活を行うためには，日本語でコミュニケー

ションを図る能力を身に付けることに加え，日本の生活習慣，制度，手続き及び地域社

会のあり方等についても理解を深めることが重要です。 

外国籍市民がこうした学習を円滑に進めるためには，日本語教室の開講や義務教育を

修了できなかった方の学びの場の確保など，環境の整備や情報提供の充実が必要です。

イ 日本語及び日本社会に関する学習の支援 
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【推進項目】 

① 外国籍等の児童・生徒に対する教育のあり方の検討 

日本国籍取得者を含む外国籍等の児童・生徒の課題に的確に対応するため，京都市

立学校外国人教育方針の改訂又は補足を検討します。また，検討に先立ち，外国籍等

の児童・生徒の現状や課題を正確に把握します。 

＊京都市立学校外国人教育方針：平成 4年（1992年）に，「すべての児童・生徒に，民族や国籍の違いを認め，相
互の主体性を尊重し，共に生きる国際協調の精神を養う」ことなどを目標として掲げ，その実現に向けた取組内容

や推進体制などを定めた「京都市立学校外国人教育方針―主として在日韓国・朝鮮人に対する民族差別をなくす教
育の推進について―」を策定した。 

京都市立学校外国人教育方針＊ の策定から１５年が経過し，新たに市内に定住する

外国人の増加や日本人との国際結婚により生まれた子どもの増加など，市内の外国籍

児童・生徒の置かれる状況にも変化が見られ，そうした変化に応じた教育のあり方に

ついての検討が必要となっています。とくに，日本語指導が必要な児童・生徒が増え

ているため，日本語指導と学力向上の支援を一層充実させる必要があります。 

また，児童・生徒だけでなく，その保護者についても，言葉や文化の相違から，教

育や子育てに関して困難に直面する人がいるため，そうした方々への子育てや就学情

報の提供をはじめとする支援についても検討する必要があります。 

一方，民族的，文化的アイデンティティの確立や文化の継承を図るため，外国籍市

民等が自分の子どもたちに自らの文化や言語を学ばせたいとするニーズは強く，そう

した保護者や，民族学校をはじめとする外国人学校や民間団体等が行う教育に対し

て，各種学校を所管する京都府や関係団体，ＮＰＯ等と連携し，支援等を行っていく

必要があります。 

ア 教育・子育て支援の充実 

(2) 生活支援 
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② 日本語指導と学力向上支援の充実 

日本語教室の開講や，日本語指導ボランティアの派遣など，日本語の能力が十分で

ない外国人児童・生徒が日本語をより学びやすい環境整備を促進するとともに，母語

を活用した教育支援を研究・検討します。 

また，日本語の能力が十分でないことにより，学力の習得が困難な場合があるため，

ＪＳＬ（Japanese as a Second Language: 第二言語としての日本語）カリキュラ

ム＊の活用や補習などによって，学力向上を支援します。 

③ 自国の文化や言語を学ぶ教育に対する支援 

母国の文化や言語を習得させるため民族学校に子弟を通わせている家庭や，外国語

による教育を受けさせるためインターナショナルスクールに子弟を通わせている家庭

もあるため，こうした外国人学校に対して，所管する京都府や関係団体，ＮＰＯ等と

連携しながら，財政面をはじめとした支援の充実を行うことを検討します。 

また，市立学校に在籍する児童生徒が，関心のある国の文化や言語を学ぶ機会の拡

大について検討を進めます。 

さらに，外国籍市民等の家庭において，それぞれの国の文化や言語を継承する教育

が円滑に進むよう，保護者に対する情報提供の充実を図ります。  

④ 保護者に対する情報提供の充実 

教育や子育てに関する情報が保護者に的確に届くよう，就学案内をはじめ教育や子

育てに関する多言語による情報提供を充実させるとともに，就学状況の把握に努めま

す。 

また，日本語の能力が十分でない保護者と学校や子育て支援施設とのコミュニケー

ションが円滑に行われるよう，言葉のサポートを充実させます。特に日本語の能力が

十分でない保護者や児童・生徒が転校してきた場合に，円滑な受入れが行われるよう，

通訳ボランティアの派遣や「帰国・外国人児童生徒受入れの手引き」の周知・活用な

ど，受入環境の整備を推進します。 

⑤ 教育・子育て支援に関する体制及び研修の充実 

学校や子育て支援施設などで，外国籍等の児童・生徒やその保護者に対する支援が

十分に行われるよう，多文化共生を支援する公共機関や市民団体との連携を図るとと

もに，各学校等における体制についても充実させます。 

また，教育関係者や子育て支援に関わる関係者が，外国籍等の子どもや保護者に関

してより理解を深めることができるよう，言語や文化などについて学べる研修を充実

させるとともに，情報提供の充実や地域の人材の積極的な活用などによって，教育・

子育て関係者が学びやすい環境整備を行います。 
＊JSL（Japanese as a Second Language: 第二言語としての日本語）カリキュラム：JSLカリキュラムは，日本
語を母語としない子どもたちの学習支援のためのカリキュラムである。日本語の力が不十分なため，学習活動に支

障が生じている子どもたちに対して，学習活動に参加するための力の育成を図る。 
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【推進項目】 

① 高齢者や障害のある外国籍市民に対する福祉の充実 

高齢者や障害のある外国籍市民が円滑に福祉サービスを利用できるよう，高齢・障

害外国籍市民福祉サービス利用サポート助成事業* の実施をはじめ，外国人を支援す

る民間団体に対し，必要な支援を行います。 

また，高齢者施設，障害者施設で働く人をはじめとする福祉関係者の多文化理解を

促進するため，研修・啓発を行います。 

＊高齢者や障害のある外国籍市民に対する市独自の給付金 
・高齢外国籍市民福祉給付金：昭和 61年(1986年)4月 1日の基礎年金発足時に既に 60歳に到達していたことに 

より，国民年金を受給していない外国籍市民に対して，国が制度化を図るまでの過渡的な措置として，福祉給 
付金を支給している。（月額 17,000円） 

・外国籍市民重度障害者特別給付金：国民年金制度の改正が行われた昭和 57年(1982年)1月 1日前に 20歳に到 
達していた等の理由により，障害基礎年金を受給していない重度の障害を有する外国籍市民に対して，その福 
祉の向上を図ることを目的として，特別給付金を支給している。（月額 41,300円） 

＊高齢・障害外国籍市民福祉サービス利用サポート助成事業：高齢又は障害のある外国籍市民が，必要な福祉サービ

スを利用することができるよう，外国語によるコミュニケーションが可能な者等が訪問相談や福祉サービスの利用

支援等を行う団体に対して助成を行う事業 
 
 

京都市の外国人登録者の約３分の２を占める在日韓国・朝鮮人の方々の高齢化が進ん

でいます。また，外国籍市民の中にも障害を抱える人がおり，言葉の問題や習慣の違い

などから，必要なサービスを受けることが困難な場合があります。こうした高齢者や障

害のある人が，日本人と同様に安心して福祉施策や介護サービスを利用できるよう，文

化や言語の相違に配慮した支援を行うことが必要です。 

また，無年金の問題については市独自の給付金＊ を支給していますが，本来的には国

において解決すべき問題であるため，引き続き国に対する働きかけを行っていく必要が

あります。 

一方，保健・医療サービスについては，日常生活上不可欠なものであり，言葉に不自

由な外国籍市民も安心して利用できるよう支援する必要があります。 

イ 福祉・保健・医療の充実 
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② 無年金者に対する支援 

昭和57年(1982年)まで国民年金制度に国籍要件が付されていたことによって，

老齢福祉年金及び障害基礎年金が支給されていない外国籍市民への年金支給について

は，引き続き，他都市とも連携を図りながら国への要望を継続します。 

また，高齢者や障害のある外国籍市民に対する市独自の給付金については，国によ

り必要な対策が行われるまでの間，引き続き支給するとともに，制度の一層の周知を

図ります。 

③ 医療情報の積極的な提供 

外国語が通じる医療機関については，引き続き医師会との連携を図りながら，情報

の把握と提供に努めます。 

また，日本語の能力が十分でない外国籍市民が来院した場合でも対応できるよう，

多言語による問診票を作成・配布することをはじめ，外国籍市民が受診しやすい環境

整備に努めます。 

④ 医療通訳派遣事業の充実 

医療通訳派遣事業＊ については，病院だけでなく，各種検診を行っている保健所を

はじめ医療に関わる公的機関への派遣を行うことにより，事業の拡大を検討します。 

また，利用者のニーズに応じて，通訳言語の追加や医療通訳派遣先病院の増加に努

めるなど，外国籍市民がより使いやすい事業になるよう見直しを検討します。 

＊医療通訳派遣事業…外国籍市民が安心して医療サービスを受け，京都で健康に暮らせるよう，京都市立病院（中
京区），医仁会武田総合病院（伏見区），康生会武田病院（下京区），京都桂病院（西京区）を対象に，英語，中国

語，韓国・朝鮮語による医療通訳の派遣を実施している。 
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【推進項目】 

① 防災に係る情報提供の充実 

防災に係る情報が外国籍市民に確実に届くよう，多言語による防災関係の資料を新

規転入時に手渡すことや，ＦＭ放送＊ をはじめとした多様なメディアを活用すること

などによって，防災に係る情報提供を充実させます。 

外国籍市民が防災に関する知識を身につけるとともに，地域との結びつきを深める

ことができるよう，各地域で行われる防災訓練に外国籍市民が参加する具体的な方策

を検討します。 

② 災害時の支援体制の強化 

災害時に必要な支援が行えるよう，災害ボランティアの仕組みを整備するとともに，

公的機関や民間団体とのネットワークを構築するなど，災害時の支援体制を強化しま

す。 

大規模災害時には，被災地以外の地域からの通訳ボランティアが必要になることか

ら，京都市の枠を超えた広域の応援体制を構築します。 

＊「FM CO.CO.LO.」：平成 7年（1995年）に開設した外国語ラジオ放送局（76.5MHz）。京都市は，在住外国
人及び短期滞在外国人を対象に生活情報，イベント情報等を提供しており，災害時における多言語の緊急放送を実

施する契約を締結している。 
 

 

 

 

日本語の能力が十分でない外国籍市民は，災害発生時に特別な支援が必要となる「災害

時要配慮者」であり，災害時にこうした外国籍市民を支援できる体制の整備が必要です。

また，そうした外国籍市民が災害の際，的確な行動を取れるよう，常日頃から防災に関

する知識を提供することが重要です。 

ウ 防災対策の充実 
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【推進項目】 

① 生活支援の充実 

京都で学ぶ留学生や研究者が心おきなく勉学や研究に取り組めるよう，大学や関係

団体と連携して，留学生や研究者とその家族の生活を総合的に支援できる体制を構築

し，留学生等が利用できるサービスについての情報提供や生活支援の充実を図ります。 

留学生や研究者の住宅確保を円滑にするため，向島学生センターによる住宅の提供

や，京都地域留学生住宅保証機構＊ による住宅の機関保証，多言語による住宅情報の

提供を継続するとともに，改良住宅空き住戸の活用や留学生住居の設置を予定してい

る大学に対する市有地の有償提供などにより，行政・大学等が提供する市内の留学生

向け住戸２,０００戸の実現を目指す「留学生住居整備支援プロジェクト」を創設しま

す。 

 

留学生や研究者は，将来それぞれの国と京都とをつなぐ架け橋となる人々であり，

市民レベルの友好親善・国際交流に大きく貢献する重要な存在です。 

このため，本プランにおいて，留学生の倍増（４，５００人⇒１万人）を目指すこ

ととしており，その実現のためには，大学コンソーシアム京都や各大学の特色・魅力

を海外へ積極的にＰＲするとともに，留学生や研究者本人とその家族の生活に配慮し

た受入れ環境の整備や支援の充実を図ることが必要です。 

また，京都には大学進学などを目的に日本語を学ぶ就学生等＊が多く暮らしていま

すが，こうした方々は，留学生が利用できる生活面や財政面での支援を受けることが

できない場合が多く，留学生以上に生活に不自由を抱えている場合があるため，就学

生等に対しても支援を行っていくことが必要です。 

留学生や就学生等は，日本の学生や市民との交流や，母国の文化の紹介などに対す

る意欲を持っています。また，留学生や就学生等との交流は市民にとっても外国の文

化に触れる貴重な機会になるため，交流の機会や，留学生・就学生等が知識と能力を

発揮できる機会を提供していくことが重要です。 

エ 留学生や就学生等に対する支援の充実 

外国人による日本語弁論大会 
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② 就学生等に対する支援の充実 

就学生等がより円滑な生活を営むことができるよう，留学生が利用できるサービス

の対象を就学生等に拡大することについて検討します。また，就学生等に対する支援

の在り方を検討するにあたっては，日本語学校との連携を深めます。 

③ 市民との交流機会の提供 

留学生や就学生等と，日本人学生をはじめとする市民との交流を促進するため，「京

都留学生音楽祭」や「京都国際学生祭典」などのイベントの開催支援やイベント情報

の周知等，交流の機会を増やす取組を行うとともに，市内の各地域で留学生と市民が

交流できる方策について検討します。 

留学生や就学生等と市民との交流を深めるため，ホストファミリー(里親)事業の充

実によって，日本の家庭生活を経験する機会をより積極的に提供します。 

また，留学生寮が行う市民交流を促進する事業に対して，引き続き支援を行います。 

④ 知識と能力の積極的な活用 

京都の魅力を世界へ広める際に，留学生の力を活用することや，留学生を市内の小

中学校に派遣し，母国の文化や生活，遊びなどを紹介する国際理解プログラム「ＰＩ

ＣＮＩＫ」（Program for Inter-Cultural Nexus in Kyoto）の活動を広げることをは

じめ，留学生や就学生等の知識や能力が発揮できる機会を拡大します。 

また，大学卒業後，日本での就職を希望する留学生や研究者の就職の機会を広げる

ため，就職支援を充実させます。 

留学生等が帰国後，母国と京都を結ぶ架け橋となるよう，留学生等のネットワーク

づくりを推進します。 

＊就学生等：日本の大学への進学等を目的に，日本語学校等で学ぶ学生。その多くが「就学」という在留資格で日本

に滞在している（「留学」という在留資格を持っている場合もある）。 

＊京都地域留学生住宅保証機構：市内大学や京都府等と連携して，京都地域留学生住宅保証機構を構成し，留学生が

賃貸住宅を借りる際に連帯保証を行っている。 
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【推進項目】 

① 外国籍市民が活躍できる機会の提供 

長年日本に居住している外国籍市民の知識と経験を生かすため，外国人支援に係る

相談員や通訳者としての積極的な登用を図ります。 

外国籍市民の社会参加を促進するとともに，市民が外国の文化や言語に触れ合う機

会を提供するため，母国の文化や言語を紹介する外国籍市民を登録し，市内の学校や

民間団体の会合，イベント等に派遣する「多文化共生大使（仮称）」を創設します。 

留学生を含めた外国籍市民が，自己の知識と能力を生かして仕事をすることができ

るよう，就職に関する情報提供をはじめとする就職支援を行います。 

 

 
 
 
 

京都に暮らす外国籍市民の中には，自らの文化や言語の紹介やボランティア活動な

ど，地域での様々な活動に参加する意欲を持った人が多くいます。また，日本人の市民

も異なる文化や言語に触れることで，より広い視野と豊かな国際感覚を身に付けること

ができます。こうしたことから，外国籍市民も日本人の市民も，共に京都でより生き生

きと生活できるよう，外国籍市民の意欲と能力が生かされる仕組みを作っていくことが

重要です。 

また，外国人が暮らしやすく，活躍するまちづくりを進めるためには，市政に外国籍

市民の声を取り入れ，反映させていくことが重要であり，今後市政参加を一層進めてい

くことが必要です。 

ア 社会参画の促進 

(3) 多文化共生の地域づくり 
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② 地域での交流機会の促進 

外国籍市民と地域社会との結びつきが一層深められるよう，交流を促進するイベン

トに対する支援やイベント情報の外国籍市民への周知の徹底など，交流機会の拡大を

図ります。 

③ 市政参加の一層の促進 

京都市外国籍市民施策懇話会＊が創設から１０年を経過することを踏まえ，これま

での活動を総括し，今後のあり方について検討します。 

より多くの外国籍市民の声が市政に反映されるよう，審議会等の委員に外国籍市民

が就任できることの周知に努めるとともに，審議会等委員の募集情報についても，外

国籍市民が入手しやすくなるよう情報提供に努めます。 

永住資格を持つ外国籍市民が，京都市職員採用試験を受験できることや，管理職へ

の登用が可能であること＊への認識が広がるよう，より積極的に広報します。また，

外国籍市民が公務員として従事することが可能な職の範囲については，引き続き検討

を行います。 

外国籍市民の地方参政権については，国会において議論が行われているところです

が，今後，京都市として国に対して在住外国人への地方参政権の付与を要望すること

について検討します。 

 

 

 

 

 

  

 

＊京都市外国籍市民施策懇話会：京都市国際化推進大綱に基づき，京都市における外国籍市民の市政への参加を推進

し，共に生きる社会を構築するため，外国籍市民に関する諸問題について調査・審議し，京都市が取り組むべき課

題等について意見を求める機関として，「京都市外国籍市民施策懇話会」を設置している。 

＊京都市職員に関する国籍要件について：消防職を除く全職種について，公権力を行使する業務を行う職（市民の権

利や自由を一方的に制限することとなる業務を行う職等）や公の意思の形成への参画に携わる職（ラインの課長級

以上の職等）に就くことはできないという任用制限を付したうえで，永住者及び特別永住者の国籍要件を撤廃して

いる。 

 

 

 

京都市外国籍市民施策懇話会 
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【推進項目】 

① あらゆる分野での差別の撤廃 

公正な採用選考や誰もが働きやすい職場づくりを推進し，民族や国籍による差別を

なくすために，民間企業の人事・研修担当者等に対する人権研修の実施や啓発冊子の

作成・配布等を継続して行います。 

住宅入居差別の解消に向け，引き続き家主や不動産会社への積極的な啓発を行いま

す。 

② 多文化を尊重する市民意識の醸成 

市民の多文化共生に対する意識を把握したうえで，外国籍市民に対する理解を深め

るとともに，多様な文化を貴重なものとして尊重する意識を醸成するため，セミナー

や交流イベント等を開催します。 

外国籍市民の存在についての認識が深まるよう，広報誌への掲載や外国籍市民を講

師に招いた講演など，外国籍市民の意見や抱える問題について周知する機会を拡充し

ます。 

また，民間団体が行う多文化共生の推進に資するセミナー等に対して，広報や活動

場所の提供などの面での支援の充実を図ります。 

 

 
 
 
 
 

 
 
 

外国籍市民の人権が尊重され，暮らしやすく，活躍できるまちづくりを進めるために

は，外国籍市民を受け入れる市民の側が多文化を尊重する意識を持つことが重要です。

そのためには，外国籍市民との交流機会を増やしていくことや，市民に対して意識啓発

を行うことが必要です。また，学校をはじめとする教育機関においても，こうした多様

な文化を尊重する意識を高める教育を行うことが重要です。 

さらに，多文化共生の地域づくりを進めていくためには，市民の中に多文化共生を推

進する核となる役割を果たす人材を育成していくことが必要です。 

イ 多文化を尊重する意識啓発・人づくり 
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③ 学校における多文化共生を推進する教育の充実 

多文化共生の重要性について，すべての児童・生徒に意識付けを図るため，学校に

おける様々な教育活動の場の活用や，民族学級のあり方の検討などによって，学校に

おいて外国の文化や習慣等に触れる機会を拡充します。 

学校における多文化共生の教育を推進するため，教員採用試験における国際貢献活

動経験者（青年海外協力隊などの派遣実績を有する者）特別選考をはじめ，引き続き，

外国語や外国文化に精通した教員や講師の採用に努めます。 

民族や国籍の違いを尊重し，それらを理由とした差別や偏見を払拭するとともに，

学校で本名（民族名）を名乗ることができる環境づくりを進めます。 

児童・生徒の多文化共生の意識を高めるため，民族学校をはじめとする外国人学校

と公立学校との交流を一層促進します。 

④ 多文化共生を推進する人材の育成 

外国籍市民を支援するとともに，多文化共生の地域づくりを推進するため，外国籍

市民と行政や学校，企業などをつなぎ，多文化共生を推進する人材を育成するための

方策を検討します。 

 

 

 

  
 
 
 
 
 

 
 
 

京都市国際交流会館オープンデイ 
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京都市が，住む人にとっても，訪れる人にとっても魅力的な国際都市となるために

は，外国籍市民を含む市民やＮＰＯをはじめとする民間団体が積極的に国際化に取り

組んでいくことが重要です。このため，市民や団体が活動を行いやすくなるよう，情

報提供の充実や広報等での協力を行うとともに，市民一人一人が国際化を推進する重

要な主体であるという意識が高まるような啓発活動をはじめ，京都市や(財)京都市国

際交流協会が持つ知識やノウハウの提供などにより，国際化を推進する人材の育成に

取り組みます。 

また，国際化を推進する事業の実施に当たっては，市民や民間団体の培ってきた知

識や経験を積極的に生かすため，ボランティアやＮＰＯとのパートナーシップにより

実施するなど，市民や民間団体が活躍できる仕組みや機会を拡大します。 

 

 

 

国際化を効果的に推進していくに当たっては，大学をはじめとする教育機関，企業

や経済団体，国・府をはじめとする公的機関，国際関係機関などの様々な主体が，連

携して取組を行っていく必要があるため，今後は各主体が一層，情報共有・連携でき

る仕組みづくりを推進します。 

また，プランの着実かつ迅速な推進のため，現在京都市国際交流会館の指定管理者

であり，地域の国際化の中核的組織である(財)京都市国際交流協会と京都市が，より

効果的な連携が図れる仕組みについて検討します。 

さらに，在住外国人問題は国の出入国管理政策と深く関係することや，問題解決の

ために財政的な支援や法制度の見直しが必要なものもあることから，必要に応じて国

に対しても働きかけを行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 プランの推進 

１ 市民，民間団体等との協働 

２ 多様な主体間の連携，協働 
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京都市国際交流会館は，京都の国際化を進める中核的施設として，外国籍市民を含

むより多くの市民にとって，利用しやすく事業に参加しやすい場となるよう，事業の

充実を図ります。 

また，国際交流会館で行っている相談事業や日本語教室などを，市民がより身近な

場所で利用できる方策について検討します。 

 

 

 

京都市では，これまでから庁内の各部局が必要な情報交換を行い，事業を進めてき

ましたが，より効果的・効率的に事業を推進していくために，国際化推進連絡会議の

機能の強化や多文化共生の推進に関する業務を明確に位置付けるなど，国際交流・協

力や多文化共生を全庁的に推進することができる庁内体制を整備します。 

また，職員の国際感覚の養成や多文化共生の理解の促進のため，職員研修の充実，

国際会議への参加や国際協力のための海外派遣などによって，国際化を推進できる専

門性の高い人材の計画的な育成に努めるとともに，青年海外協力隊経験者の採用をは

じめとする人材の確保に努めます。 

 

 

 

このプランをより実効あるものとするため，定期的に取組を取りまとめ，進ちょく

状況を明らかにするとともに，市民に分かりやすく伝える取組を進めます。 

また，プランの進行管理を行うとともに，実施事業の評価を行うことを目的とした

外部の有識者による機関を設置します。 

 

 

３ 京都市国際交流会館における事業の充実 

４ 庁内体制の強化と人材の育成・確保 

５ プランの進行管理 

京都市国際交流会館 
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推進項目及び主な実施事業 

※従来からの継続事業を含む 

１ 世界がときめくまち・京都 ～世界の人々をひきよせる京都の魅力の向上と発信 

 ⑴ 京都が持つ多彩な魅力の向上と発信 

① 歴史都市・京都の創生（14～15ページ） 

 ア 〔景観〕京都らしく美しい景観の保全，再生，創造 

  あらゆる景観構成要素に京都らしさ・美しさを追求する施策の推進 

  「歩いて楽しいまち」の実現に向けた取組の推進 

  海外での京町家シンポジウムの開催（新規） 

 イ 〔文化〕歴史に育まれてきた文化の継承と創造 

  文化施設等の機能の充実・強化，伝統芸能・文化の魅力発信 

  
伝統芸能から先駆的な新しい芸術，市民文化等の魅力を国内外に発信する「京都文化祭典」等の取

組の推進 

  
国との連携による世界的に著名な文化人，芸術家による「国際文化フォーラム」の京都開催等の取

組の推進 

  景観と芸術を融合したコンサートをはじめとする京都ならではの文化事業の推進 

  
国内外の芸術家等を受入れ，作品制作，発表等の活動を支援するとともに，市民や芸術家等との交

流を図る「アーティスト・イン・レジデンス」の取組の推進 

  
京都迎賓館や京都市国際交流会館，各国文化センター等文化芸術関連機関・施設との連携，国際的

な情報発信の推進 

  
新たな芸術文化の創造と振興を図るための若手芸術家対象の「京都市芸術文化特別奨励制度」の推

進 

 ウ 〔観光〕京都の都市資源を生かした魅力の創造と発信 

  ５大重点市場（米国・台湾・韓国・中国・豪州）を中心とした外国人観光客の誘致促進 

  京都の奥深い魅力を体感できるような多様な形態の宿泊施設の充実 

  京都の文化を五感で感じる体験型観光商品の造成の促進 

  アジア諸国からの来訪客をターゲットとしたマーケティング戦略の策定（新規） 

  アジア諸国の小中学生，高校生を対象とした教育旅行の誘致の促進 

  朝鮮通信使ゆかりの地における案内板の設置及び講演会等の開催（新規） 

  外国人観光客誘致キャンペーン「国際観光客おこしやすプロジェクト」の実施 

  
ビジット・ジャパン・キャンペーンの活用，他都市や国際観光振興機構(JNTO)などの他団体との

連携を図った効率的・効果的な観光振興の推進 

  海外ミッションの派遣，現地旅行会社やメディアの招請及びウェブサイトの更なる充実 
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  京都が日本の外国人観光客誘致の重点的戦略拠点となるための，国や関係団体への要望活動の推進

  
通年型観光，宿泊型観光の戦略的リーディング事業として,「嵐山・花灯路」,「東山・花灯路」の

継続実施 

  
観光振興及び伝統産業従事者の育成のための京町家の風情を生かした工芸品の展示を行う「京都市

伝統産業振興館」の運営 

  外国語版市バス･地下鉄情報リーフレットの発行 

② 環境先進都市としての魅力の向上と発信（16ページ） 

  「イクレイ(ICLEI)」や「気候変動に関する世界市長･首長協議会(WMCCC)」への積極的な参画 

  
世界歴史都市連盟を通じた環境保全の推進など，環境先進都市としての魅力や地位の向上に向けた

取組の推進 

  バイオマスを活用した水素ガス生成事業による生ごみ類のエネルギー変換などの環境政策の促進 

  
「ＫＥＳ･環境マネジメントシステム･スタンダード」のような，中小企業等でも容易に取り組める

地域環境活動の促進 

  京エコロジーセンター等，内外からの訪問者に対する環境学習と環境保全活動の拠点の一層の活用

③ 留学生や研究者が集うまちづくりの推進（17ページ） 

  
京都の各国文化施設，(財)大学コンソーシアム京都，各大学との多様な交流やネットワークの形成

の促進 

  大学コンソーシアム京都が中心となった留学プログラムの開発及び促進（新規） 

  京都の大学連携の魅力を掲載したパンフレットやホームページの作成による情報発信 

  
行政・大学等が提供する市内の留学生向け住戸２，０００戸の実現を目指す「留学生住居整備支援

プロジェクト」の創設（新規） 

  留学生やその家族に対する情報提供や相談体制の充実 

  企業等との連携による奨学金の創設（新規） 

  
本市の文化施設や主催イベントへの招待などを行う「京都留学生優待プログラム（仮称）」の創設

（新規） 

  就職ガイダンスの開催をはじめとする就職支援の充実 

  留学生を支援・誘致する施策を推進するためのプロジェクトチームの設置（新規） 

  内外の大学，(独)国際交流基金など関係機関等との連携によるフォーラム等の事業の推進 

  スタンフォード日本センター等内外の国際関係機関との連携を強化した新たな国際交流の展開 

  京都の先進企業や大学との連携によるバイオシティ構想の推進 

  「知的クラスター創成事業」の推進 

  京都市立芸術大学の文献や研究成果をデータベース化し，ホームページに日本語･英語で掲載 

  「京都外国企業誘致連絡会」に参画し，オール京都としての外国企業誘致の推進 
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④ 国際交流の拠点・コンベンション機能の充実（18ページ） 

  コンベンション振興のあり方の検討 

  国際会議受入れのためのインフラ整備の推進 

  京都文化交流コンベンションビューローと連携した，国際会議や見本市の誘致活動の積極的な実施

  第9回国際マンガサミットの開催（新規） 

  国際関係機関の誘致促進 

  
京都市内で会議を開催する団体を対象に「会議準備資金融資制度」や「開催支援助成金」事業の継

続実施 

  一定条件を満たしたコンベンション主催者に対するコンベンションパスの発行 

  コンベンション施設へのアクセスの充実 

 ⑵ 多様な形での情報発信の強化 

① メディアによる情報発信（19ページ） 

  留学生と連携したシティセールスのためのパンフレット等の作成（新規） 

  多様なメディアによる情報提供・継続的発信 

  
京都市内博物館施設連絡協議会との連携による博物館ガイドブックの発行や京都市博物館連続公

開講座の実施 

② 人による情報発信（19ページ） 

  「京都市名誉親善大使」（仮称）の創設（新規） 

  国際都市・京都の世界への発信について考えるシンポジウムの開催（新規） 

  京都の世界への情報発信を検討する留学生とのミーティングの開催（新規） 

  京都市訪問者の帰国後における情報提供の推進 

  青年海外協力隊やシニア海外ボランティア等を通じた情報発信 

  在外日本大使館における京都の情報発信の取組の推進 

  在京大使館，総領事館等に対する伝統文化等の紹介 

⑶ 京都の魅力を認識し，世界に発信する人づくり 

① 学校を中心とする京都を学ぶ機会の提供（20ページ） 

  ｢京都｣を教材とした学習や伝統文化等を体験する機会の充実を目指した取組の推進 

  学校給食に京のおばんざい献立や季節を味わう行事食も取り入れた取組の推進 

② 市民が京都を学ぶ機会の提供（20～21ページ） 

  「子どものための暮らしの文化体験講座」の実施 

  
「暮らしの文化」を普及・啓発するシンポジウムの開催など，暮らしの文化に対する市民の関心と

理解を深めるための施策の推進（新規） 

  京都の芸術，伝統文化，自然を体験する「みやこ子ども土曜塾」の充実 

  「京都創生フォーラム」実施や「京都・観光文化検定試験」事業等への支援の継続 
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  大学のまち交流センター等での京都を学ぶカリキュラムの提供 

  学生に対する伝統文化・伝統技術体験の機会の提供 

  学生に対する「京都学」学習の機会充実 

③ 市民の「もてなしの心」の向上（21ページ） 

  「世界の京都・まちの美化市民総行動」等の実施，周知 

  市内の小・中学校をはじめ一般市民に対する「もてなし」のまちづくりの啓発等の実施 

  メディアやイベント等を利用したユニバーサルデザインの考え方の普及推進 

  観光ボランティアの育成，観光案内所や観光イベント等への派遣実施 

⑷ 国内外の外国人が分かりやすく，活動しやすい施設・機能の整備 

① 海外からの訪問者に対しても快適な施設・機能の拡充（22ページ） 

  観光案内を行う施設の拡充の検討 

  すべての観光客にやさしいお店づくり，商店街づくりへの支援  

  ユニバーサルデザインの視点を踏まえた建築物の整備 

  観光客を含むすべての外国人に対する災害時の情報取得に係る施策の検討 

  主要駅を接続し，観光地を巡回する市バスの運行 

  
観光客を温かくもてなす仕組みづくり事業として，「京都観光ケータイ情報サービス」の運用，「京

都まちなか観光案内所」の運営等の継続実施 

② 案内表示や観光情報等の多言語化の推進（22ページ） 

  観光パンフレットの多言語化の推進 

  飲食店メニュー等の多言語化や繁華街等での多言語化の推進 

  観光情報ホームページ等の電子媒体における多言語化の充実 

  交通機関におけるガイドラインに基づいた案内表示の促進 

  観光案内等のピクトグラム（絵文字）の活用や多言語化の推進 

  市バスの行き先表示，市バス地下鉄の車内案内放送等英語との2言語化の推進 

 

２ 世界とつながるまち・京都 ～市民主体の国際交流・国際協力の推進 

 ⑴ 国際交流・国際協力の中核としての姉妹都市交流等の持続的な発展 

① 姉妹都市交流の充実と多様化（24ページ） 

  姉妹都市との文化交流・経済交流など幅広い事業の展開 

  青少年参加型の交流の推進  

  市民に対する姉妹都市の理解・周知促進 

  姉妹都市交歓作品展の開催等交流の推進 

  市民交流団中心の姉妹都市周年事業の実施 

② 姉妹都市間における国際協力の推進（24ページ） 
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  政府開発援助(ODA)等を活用した政府円借款事業への協力促進 

  海外の自治体職員・研修生の受入れなどの取組推進 

  
(独)国際協力機構(JICA)，(財)自治体国際化協会(CLAIR)等の国際協力関係機関と連携した取組の

推進（新規） 

③ 姉妹都市交流推進体制の強化（25ページ） 

  姉妹都市・国際交流団体間のネットワークの情報収集・提供 

  京都ドイツ文化センター等，京都の国際・文化関係機関との連携強化 

  在外公館，(独)国際交流基金海外事務所，(財)自治体国際化協会海外事務所等との連携強化 

 姉妹都市交流を推進する市民グループ設立・活動支援，姉妹都市に在住する友好組織との連携強化

④ 姉妹都市以外の多様な都市間交流の推進（25ページ） 

  多様な分野における姉妹都市以外の海外都市との分野別交流の促進 

  パートナーシティ締結の促進 

  アジア諸国との多様な交流の支援 

⑵ 京都の特性を生かした多様な国際交流・協力の推進 

① 歴史都市としての国際交流・協力の推進（26ページ） 

  世界歴史都市会議の継続的な開催など，世界歴史都市連盟の活動の充実 

  歴史都市連盟の活動の市民に対する周知，及び市民参加の機会の拡大 

  
歴史都市連盟会員都市の拡大，「ユネスコ」(UNESCO)や「国際連合人間居住計画」(UN-HABITAT)

等との連携促進 

② 環境先進都市としての国際交流・協力の推進（27ページ） 

  先進的な環境対策の取組･ノウハウの「イクレイ(ICLEI)」等を通じた情報発信 

  
「気候変動に関する世界市長･首長協議会(WMCCC)」における自治体リーダー間のネットワーク化

等の活動の推進 

  
「イクレイ(ICLEI)」の取組への参画，加盟自治体等世界の自治体との情報交換及び相互協力等の推

進 

  環境問題に関する国際会議等の開催の促進・誘致等 

  海外の会議への出席，環境保全関連の活動支援等環境分野での情報発信・情報交換の推進 

  海外への職員・技術者等の派遣や海外からの研修生受入れ等人的交流・協力の推進 

  
姉妹都市や「イクレイ(ICLEI)」加盟自治体，誘致された国際会議等での海外の人々との多彩な交流

の促進 

  京エコロジーセンターの運営など，地球環境保全に関する市民レベルの国際協力の推進 

③ 京都の特性を生かした多彩な分野での交流・協力の促進（28ページ） 

  
京都独自の防災分野での先進的なノウハウを，海外の都市に提供するための積極的な情報発信や研

修生の受入れ 
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京都の優れた特性を活用した(独)国際交流基金，(独)国際協力機構(JICA)等を通じた海外都市への

国際協力事業支援 

  災害時における京都市国際消防救助隊員の海外派遣や被災地へのお見舞い等の支援活動 

  発展途上国や被災地に対する消防車両や高規格救急自動車の譲渡 

  京都市産業技術研究所において韓国･中国・インドネシア等からの染織技術実習生の受入れ 

⑶ 青少年交流の促進 

① 姉妹校提携など学校間交流の推進（29ページ） 

  
交流に関するデータ作成や受入れのノウハウ等の情報提供など，市立学校の特色に応じた姉妹校提

携の促進（新規） 

  姉妹都市等との学校間の国際交流事業の推進 

  国際社会に対応できる国際理解の取組，海外の青少年・留学生との交流の推進 

② 国際会議等に積極的に参画する青少年の育成（29ページ） 

  青少年対象の国際学術コンテストなど国際的な催しへの積極的な参画 

  
小・中学校における９年間の学びの中で，カリキュラムや指導の工夫による一層計画的な外国語指

導助手（ＡＬＴ）の活用促進 

③ 青少年を対象とした国際交流事業の実施（29ページ） 

  世界各地から多数の外国人旅行者が訪れる宇多野ユースホステルなどを活用した事業の実施 

⑷ 国際感覚を持った人づくり（地球市民意識の高揚） 

① 市民が国際理解を深める機会の提供（30ページ） 

  青年海外協力隊経験者等による講座等の実施の検討（新規） 

  ホームステイ，ホームビジット，里親制度等を通じた市民と外国人とが直接触れ合う機会の促進 

  外国の文化等を紹介する外国籍市民を，地域に派遣するシステムなど，交流機会の提供方法の検討

 
市民の多文化交流への意識啓発を進めるための生涯学習としての多文化理解・コミュニケーション

講座の開催 

国際交流の分野で活躍又は功績のあった個人や団体への市民顕彰推進者表彰や国際交流賞等の授与
 

 
 青年海外協力隊やシニア海外ボランティアの情報提供など市民が国際協力に取り組む機会の提供の

促進 

② 学校における国際理解教育・語学教育等の推進（31ページ） 

  英語で円滑にコミュニケーションできる生徒の育成等，市立学校の特色に応じた語学教育の推進 

  
英語の基礎的能力育成，最新の英語教材の実験的導入や海外の学生との実践的交流による先進的な

英語教育の推進 

  
外国語指導助手（ＡＬＴ）をすべての小学校へ配置するなど，外国の言語や文化などに触れる機会

の創出 

  アジアの伝統文化や考え方の理解を深めるためのフォーラムや，ホームステイなどの青少年の相互
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訪問事業を推進 

  国際理解セミナー，シンポジウムの開催や啓発の推進 

  
地域の外国籍市民との交流や外国籍市民の学校等への派遣などによる，様々な国の言語や文化を学

ぶ機会の提供 

  ホームステイ受入マニュアルの作成，受入希望の学校への配布（新規） 

  ホームステイ受入希望のある学校の登録など，海外からの希望に対する対応促進（新規） 

 

３ 多文化が息づくまち・京都 ～外国籍市民が暮らしやすく，活躍できるまちづくりの推進 

⑴ コミュニケーション支援 

  ア 情報提供・相談事業の充実 

① 新規転入者に対する情報提供の充実（32ページ） 

  転入者に対するオリエンテーションの実施（新規） 

  区役所や入国管理局等での生活基礎情報の提供 

 国際交流協会ホームページでの情報提供の充実  

  京都市生活ガイドの発行 

② 相談事業の充実（32ページ） 

  外国籍市民総合相談窓口（仮称）の創設（新規） 

  外国籍市民行政サービス利用等通訳・相談事業の充実 

  各種相談事業に対する通訳ボランティアの派遣 

  外国籍市民を支援する民間団体や市民の相談・活動場所としての本市既存施設の活用 

  生活相談，入国管理相談，法律相談等の充実 

③ 行政情報・生活情報の多言語化，情報提供方法の多様化の推進（32ページ） 

  行政情報多言語化マニュアル(仮称）の策定（新規） 

  
外国籍市民をはじめ住宅確保要配慮者に情報提供や相談を行う「あんしん賃貸支援事業」の実施 

（新規） 

  京都市が発行する資料やホームページの多言語化の推進 

  区役所や入国管理局，民間団体ボランティア等と連携した情報提供の充実 

  国際交流協会ホームページの充実やメールマガジンの発行 

  外国人向け情報媒体(情報誌やＦＭ）を活用した市政に係る情報提供の促進 

  京都市生活ガイドの発行（再掲） 

イ 日本語及び日本社会に関する学習の支援 

① 日本語及び日本社会に関する学習環境の整備（33ページ） 

  転入者に対するオリエンテーションの実施（新規）（再掲） 

  日本語ボランティアに対する活動支援の充実 
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  外国籍市民を対象とした日本語教室の開講 

  洛友中学校夜間部（二部学級）の実施 

② 日本語学習等に関する情報提供の充実（33ページ） 

  市内の日本語教室と連携した情報提供の充実 

  国際交流協会ホームページでの情報提供（再掲） 

 ⑵ 生活支援 

  ア 教育・子育て支援の充実 

① 外国籍等の児童・生徒に対する教育のあり方の検討（34ページ） 

  京都市立学校外国人教育方針改訂又は補足の検討（新規） 

  外国籍及び外国にルーツをもつ児童生徒に関する実態調査の活用 

② 日本語指導と学力向上支援の充実（35ページ） 

  日本語教室の開講 

  日本語指導ボランティアの派遣 

  ＪＳＬ（第二言語としての日本語）カリキュラムの活用や補習の実施 

③ 自国の文化や言語を学ぶ教育に対する支援（35ページ） 

  民族学校やインターナショナルスクールなどの外国人学校に対する支援充実の検討 

  保護者に対する家庭教育に関する情報提供 

  外国の文化や習慣に触れる課外活動等に対する支援の検討 

④ 保護者に対する情報提供の充実（35ページ） 

  教育や子育てに関する情報の多言語化の推進 

  通訳ボランティアの学校への派遣 

  「帰国・外国人児童生徒受入れの手引き」の活用 

⑤ 教育・子育て支援に関する体制及び研修の充実（35ページ） 

  各学校における外国人教育や国際理解教育に係る校内体制の充実 

  教育関係者及び子育て支援関係者に対する研修の充実 

  学校や子育て支援施設と外国人支援団体との連携 

  イ 福祉・保健・医療の充実 

① 高齢者や障害のある外国籍市民に対する福祉の充実（36ページ） 

  高齢者施設，障害者施設で働く人をはじめとする福祉関係者に対する研修の充実 

  高齢・障害外国籍市民福祉サービス利用サポート助成事業の実施 

② 無年金者に対する支援（37ページ） 

  制度的無年金者の救済についての国への要望 

  高齢外国籍市民福祉給付金及び外国籍市民重度障害者特別給付金の支給及び制度の周知徹底 

③ 医療情報の積極的な提供（37ページ） 
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  多言語による問診票の作成と配布（新規） 

  外国語が通じる医療機関に関する情報の把握と提供 

④ 医療通訳派遣事業の充実（37ページ） 

  保健所で行われる健康診断に対する医療通訳派遣の検討 

  医療通訳の派遣対象病院及び対応言語拡大の検討 

  ウ 防災対策の充実 

① 防災に係る情報提供の充実（38ページ） 

  新規転入者に対する防災関係資料の配布 

  外国籍市民の防災訓練への参加促進 

② 災害時の支援体制の強化（38ページ） 

  災害ボランティア通訳システムの整備（新規） 

  防災に係る広域の応援体制（通訳派遣体制）の整備 

  エ 留学生や就学生等に対する支援の充実 

① 生活支援の充実（39～40ページ） 

  留学生に対する改良住宅空き住戸の活用（新規） 

  大学や関係団体と連携した留学生や研究者の生活を総合的に支援する体制の構築 

京都市が加入する地域留学生住宅保証機構による住宅保証 
  

多言語による住宅情報の提供 

  私費留学生に対する国民健康保険料の補助 

  向島学生センターにおける留学生受入れ及び交流事業の実施 

  
行政・大学等が提供する市内の留学生向け住戸２，０００戸の実現を目指す「留学生住居整備支援

プロジェクト」の創設（新規）（再掲） 

② 就学生等に対する支援の充実（40ページ） 

  留学生施策の就学生への適用の検討 

③ 市民との交流機会の提供（40ページ） 

  
「京都留学生音楽祭」や「京都国際学生祭典」など留学生と市民との交流を促進するイベント開催

に対する支援の充実 

  市内の各地域で留学生と市民が交流できる方策の検討 

  留学生ホストファミリー事業の充実 

  留学生寮における交流事業に対する支援 

④ 知識と能力の積極的な活用（40ページ） 

  留学生と連携したシティセールスのためのパンフレット等の作成（新規）（再掲） 

  京都の世界への情報発信を検討する留学生とのミーティングの開催（新規）（再掲） 

  母国と京都を結ぶ懸け橋となる留学生のネットワーク化の推進（新規） 
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  留学生が市立の小中学校で母国の文化や生活，遊びなどを紹介する活動（PICNIK）の拡大 

  就職ガイダンスの開催をはじめとする就職支援の充実（再掲） 

 ⑶ 多文化共生の地域づくり 

  ア 社会参画の推進 

① 外国籍市民が活躍できる機会の提供（41ページ） 

  自国の文化や言語を紹介する「多文化共生大使（仮称）」の創設（新規） 

  外国人支援に係る相談員や通訳者への登用促進 

 外国籍市民の就職に係る情報提供の充実 

② 地域での交流機会の促進（42ページ） 

  外国籍市民と地域との交流を促進するイベントの開催支援，及びイベントに関する情報提供の充実

③ 市政参加の一層の促進（42ページ） 

  外国籍市民施策懇話会の今後のあり方の検討 

  外国籍市民の審議会等への参画促進 

  外国籍市民に対する京都市職員採用に係る情報提供の充実 

  外国籍市民の地方参政権に関する国への要望の検討 

  外国籍市民が公務員として従事することが可能な職種・職位の範囲の検討 

  イ 多文化を尊重する意識啓発・人づくり 

① あらゆる分野での差別の撤廃（43ページ） 

  民間企業の人事・研修担当者等に対する研修の実施 

  家主や不動産会社への啓発 

② 多文化を尊重する市民意識の醸成（43ページ） 

  朝鮮通信使ゆかりの地における案内板の設置及び講演会等の開催（新規）（再掲） 

  市民の多文化共生に対する意識を把握するための調査の実施（新規） 

  多文化共生の意識を高めるセミナーやイベントの積極的な開催 

  外国籍市民の意見の広報誌等への積極的な掲載 

  民間団体が行う多文化共生の推進に資するセミナー等に対する支援 

③ 学校における多文化共生を推進する教育の充実（44ページ） 

  学校における外国の文化に触れる機会の拡充 

  市立学校と民族学校をはじめとする外国人学校との交流促進 

  外国語や外国文化に精通した教員や講師の採用 

  本名（民族名）を名乗ることができる環境づくり 

④ 多文化共生を推進する人材の育成（44ページ） 

  外国籍市民と行政，学校，企業とをつなぎ，多文化共生を促進する人材の育成 
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　(2)　在学留学生数の推移

（各年5月1日現在）

平成10年 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年

総数 2,218 2,649 2,900 3,145 3,553 4,314 4,125 4,231 4,311 4,513

国費留学生数 487 487 520 533 533 593 647 620 669 650

私費留学生数 1,731 2,162 2,380 2,612 3,020 3,721 3,478 3,611 3,642 3,863
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